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1．はじめに
　本稿の執筆動機は、筆者がここ2年ほどに渡って研究を行なってきている
r新しい環境の下での行政経営戦略」の一環として行なった小山市議会議員
研修会での講演r少子高齢化社会と自治体の新しい役割」をテープ起こしし
た草稿に、新たに家族の新しい在り方にっいての考察と詳細な注とを付して
公刊し、そこで展開された私の様々な研究上のideaのpriority（優先権）
を確保しておきたいということにある。口頭で発表したideaは往々にして、
発言者を特定することなくr1人歩き」しがちなので、ideaを私の元に
しっかりと繋ぎ止めておきたいと筆者は考えているからである。
　講演で話した内容の中に私のオリジナルなideaがいくっか展開されてい
ることに加え、新たに加筆した3っの章と詳細な注の中で、私はかなりの
something　newのある独自の見解（例えば自治体、公立病院、大学になぜ
customer　careが本質的に欠落しているのか等）を披渥しているので、本
稿は論文のレベルには未だ達していないが、十分「研究ノート」と称する資
格があると考えている。本稿を研究ノートとする所以である。
　自治体を取り巻く環境は近年実に厳しくなりっっある。第1にデフレスパ
イラルによる経済状況の著しい悪化は、法人税収入を激減させるとともに住
民税、固定資産税の滞納を急増させ自治体財政が縮小せざるをえない状勢に
ある。第2に壷型の人口構成によって示されるr少子高齢社会」は、将来的
に税収の客体となるr労働力人ロ」を減少させていくと同時にr社会的介
護」を必要とするr老年人口」の絶対数を増大させずにはおかない。第3に
労働力人口の減少は、男女共同参画社会を新しく作り出していくとともに高
齢者雇用を促進していくことに何らかの貢献をしていくという、新しい役割
を担うことを自治体に要請せずにはおかないであろう。
　自治体は弱体化していかざるをえない財政基盤の上に新しい住民サービス
メニューとして、介護メニュー、育児支援の一環としての保育所機能の充実
と組み替えのメニュー、そして高齢者雇用支援メニューを、地域社会の知恵
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と資源とを結集して開発していくという困難な問題にr最適解」を出さなけ
ればならない。今こそ自治体にはstrategic　mindとmanagement　mind
が必要とされている。経営学は自治体の戦略とマネジメントとに助言をして
いくという「新しい課題」を担わなければならないのである。本稿はそのさ
さやかな一歩である。
　少子高齢社会は、実は自治体に対するr新しい役割期待」を生み出す一方
で、「家族の新しい在り方」、より端的に言えば、父親や夫の新しい生き方、
母親と妻の新しい在り方、そして親子の在り方をも問い直すことを私達に要
請すると思われる。r家族の在り方の戦略的デザイン」を現在の家族と将来
生まれるであろう家族とは避けて通ることはできないであろう。本稿の本文
と注の中で、家族の新しい在り方にっいての分析と提言とを可能なかぎり筆
者は展開するように努めた。読者の方からご意見を賜れれば大変嬉しい。
2．小山市議会議員研修会講演
　只今ご紹介頂きました白鵬大学経営学部の柳川でございます。本日はご多
用中の所、このような議員さんの勉強会にお招き頂きまして誠に光栄に存じ
ます。どの程度皆さん方の勉強のお役に立てますかどうか心許ない限りでご
ざいますが、これから暫時お付き合い下さいますようにお願い致しまして、
それでは話を始めさせて頂きます。
　今日は今お話がありましたように、少子高齢化社会というのは二つの見え
ない革命なのだということを一っご理解頂きたいというのが今日のお話しの
ポイントでございます。そして少子高齢化社会の高齢化社会というのは変え
ることのできない未来だということ、これからもますます進んでいくだろう、
と。最近の新聞を皆さんご覧になられてご承知のように長寿化は非常に進み
まして100歳以上の方が一万人を超えて、17年前の！0倍になったと（注1）。確
か老人福祉元年の時の高齢者の数は153人程でした。その1963年と比べても、
ものすごく長寿化が進んでお年寄りが増えていることをお分かり頂けると思
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います（注2）。そして、栃木県のお年寄りの方も増えております（注3）。ただ小
山市の場合の人口構成は違いまして、お年寄りの数に比べましてまだまだ若
い人が多い、ある意味で若い市ですけれども、それでもいずれ高齢化への進
展は進んでいくだろうと思われます（注4）。
　もう一っ高齢化社会がものすごいスピードで進んでいるのは少子化社会が
同時に急速に進んでいるからです。少子化社会というのは子供の数が少なく
なっていく社会なのですが、この栃木県におきましても15年前に比べますと
子供の数が22．3％減っております（注5）。15歳以下の子供の数ですけれども。
この為空教室をどうしようかという対応策が学校ではとられているようです
けれども、少子化が急速に進みますと、一方でお年寄りの数が相対的に増え
ていくという人口構成が進んでまいりますと2025年を境にして、日本は有史
以来初めて、子供の数だけではなく、人口そのものが減っていく人口減少社
会を迎えていくというふうに考えられるわけです（注6）。
　人口減少社会になると何が困るかといいますと、直接この市議会や市役所
の方にとっては税収の対象となる家計数が減少していくことになるわけです。
当然モノを作ったりする人の数が減ってまいりますし、ものを作ることに
よって所得を得る人の数も減りますから全体としての所得水準が下がってま
いります。全体としての所得水準が下がってくれば当然売れる量も減ってま
いります。消費されるサービスの量も減ってまいりますから、全体的に経済
は縮んでまいります。今日本の社会は不況だと申しておりますけれども、世
界的に見てはまだまだ生活水準が高くて、名目賃金でいいますと、世界一で
ございます。ですから、私共の学生が無所得でありながら、車をもっている、
しかも、お父さんの車より良い車に乗っている。日本というのは、ブランド
大国でございまして、外国有名ブランド商品が圧倒的に売れています。ルイ
・ヴィトンにしろ、シャネルにしろ、世界で売れる60％が日本で売れていま
す（注7）。ですから日本は貧しくなってきているといっても世界的にみるとま
だまだ圧倒的に豊かなのです。戦後ずっと続いていた豊かな社会が初めて戦
後2025年位から生産力が下がってくると、生活水準が下がることを覚悟しな
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ければならなくなったのです。そのような社会に向かおうとしているのです。
子供の数が急速に減っていく理由は、結婚する人の数が減ってきているから
です。そして、それに加えて結婚したカップルが生む子供の数が急速に減っ
たということなのです。私の兄弟は4人兄弟ですけれども、私の子供は2人
でございます。今だいたい結婚している家庭での平均の子供の数は2．0人で
ございます。2．0人という子供の数ですと、一億人いる人口を一億人のまま
いくためには2．1人必要なので、今の子供の数を見ただけで確実に世帯数が
減少していくのが明らかなのです。1989年位に1．53ショックというのがござ
いまして、女性が一生涯に生む子供の数が2．1を下回ってまいりました。現
在は2年程前に1．43まで下がりました。戦争直後の頃は4．0台だったのです
けれども、丁度1970年台を境にして日本は急に子供の数が減っているわけで
す（注8）。子供の数が減っていくのをこのまま放置しておきますと、日本はか
ってないような過酷な現実に向かわなければならないわけでございます。先
程申し上げたように、高齢化社会は変えることができません。ところが子供
の数を増やすということは何らかの社会的な対応、自治体とかいろんな所が
知恵を集めて対応策を考えていけば、子供の数は増える可能性があります。
ですから、少子化、子供の数が減っていくという現象は、変えることができ
る未来なのだ、と。そして現実にスウェーデンが変えることをやりまして、
1．5も無かったのですが10年くらいかけて2．0台まで合計特殊出生率が上がり
ましたが、今、スウェーデンの財政は危機的状況にありまして、様々な手当
がなされなくなったら、またガクンと下がりました。ですから、スウェーデ
ンの経験は何らかの対応をすれば子供の数は増えるということを壮大な実験
で示してくれています。そうすると、これから私達が考えていかなければな
らないことは高齢化社会が直面する問題は一体何なのだろうか、それから少
子化社会が抱えている問題は何なのだろうか、そして高齢化と少子化はなぜ
生じてきたのだろうか、という原因がわかりませんと、打っ手は限られてく
るわけです。ですから、今自治体さんがやっている出産祝金100万円を行
なっても、恐らく出生数は増えないと思います。そのくらい様々な要因が絡
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み合って、深刻なのです。その話を今日はゆっくりとしていきながら、そこ
で自治体がどういうことができるのだろうか、またしなければならないのだ
ろうか、ということを話したいと思います。そして高齢化社会と少子化社会
で自治体が何らかの対応策をとろうとすると先程の話にあったように、財政
基盤がだんだんと自治体は苦しくなってきています。現実に栃木県も年間予
算にほぼ匹敵するくらいの県債を抱えております。一般家庭でいいますと、
完全に破産でございます。ですから地方自治体と国が全体で100兆円位の借
金を抱えています。そして自治体だけで41兆円位抱えています。ですからも
のすごい借金大国なのです。そして先程いいましたように企業業績がこれだ
け悪いと法人税、住民税そういったものが当然減ってまいります。そうする
と少子高齢化社会のなかで新しいことをやらなければならないにもかかわら
ず、使えるオカネはどんどん減っていくという現実があるわけです。そうす
るとどういう事に優先的にオカネを使っていかなければならないのか、ある
いははっ・きり申しまして、自治体の経営のコストは、たとえばごみの収集の
コスト、ホームヘルパーのコスト等を比較調査したものがあるんですが、東
京を例にとりますと、民間に委託したごみの収集と都がやっていたごみの収
集のコストは、都の方がだいたい3倍位かかっているのです。それからホー
ムヘルパーをみましても、民間に委託したホームヘルパーと市がやっている
ホームヘルパーでは2．5倍もコスト格差があるのです。そうしますと、これ
は自治体、大学、病院も同じなのですが、マネジメントが最も遅れているわ
けです。マネジメントとは、要するに持っているオカネ、人等の資源を最も
能率的に使おうとする学問なのです。その最も能率的に使うというのが欠落
しているのが病院、学校、自治体と言われております（注9）。私も大学の教員
でございますから、後で大学のことをお話しいたしますけれども国立病院は
赤字がものすごく溜まっていて自治体に運営を移管するということを国が一
生懸命行なっております。ですから、病院経営がなぜ赤字化するのか、やは
り能率が悪いからです。そうするとこれから自治体のなかで考えていかなけ
ればならないことは市の運営コストをどのようにしたら能率的に下げられる
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だろうかということです。それから介護、社会福祉、教育等に限られた資源
を優先的に割り振っていけるのかは非常に重要な問題になっていくわけです。
ですから、そういう事を将来的に考えていくための基礎的なお話しをさせて
頂きたいと思っております。
　高齢化社会がどのような社会かを簡単に申しますと、国連の定義で、高齢
化社会のことをエイジングソサイエティ、年をとっていく社会と英訳するの
ですが、高齢化の化がっいている社会は実は65歳以上の老人の人口の事を老
年人ロと申しますが、全人口に占める老人の割合が7％を超えますと高齢化
社会と呼びます。日本は1970年代の初頭に高齢化社会にはいっております。
ところが日本が他の国と比べて、驚くほど違うのは高齢化社会のr化」の字
がとれるまでの時間の短さでございます。高齢化社会のr化」がとれますと、
高齢社会といいますが、高齢社会は実は老年人口の割合が倍の14％を超えま
すと高齢社会になります。そしてさらに倍になりますと超高齢社会になりま
す。現在、日本は高齢化のr化」がとれまして、高齢社会になっているので
すが、高齢社会に入ったのが1994年丁度24年間で倍の老年人口になっており
ます。フランスが7％から14％になるまで115年かかっております。それか
ら、スウェーデンで85年かかっております。イギリ）くとドイツは45年間か
かっております。超高齢社会にいくのは2020年位にいくと予想されています。
そのときには28％を超えるわけです。2025年の予測は32．3％位が高齢化する
といわれております。栃木県の人口は97年に200万人を超えまして、200万51
1人になっています。ところが栃木県の場合には、老年人口と15歳未満の若
い人達の人口がまだ逆転をしておりません。1995年現在で老年人口、65歳以
上の方が15．7％で15歳未満の方が16．4％でまだ逆転をしておりませんが、こ
れがいずれ逆転することは間違いありません。現実に日本の20の都道府県で
は、この老年人口の方が15歳未満の年少人口を上回りまして、完全に高齢化
した県になっております。高齢社会です。小山には1995年現在15万2，820人
が住んでおりまして、1万8，138人が65歳以上で15歳以上が2万6，252人おり
ますから、そういう高齢社会のなかでは、小山市の人口構成はかなり若いと
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言えます。これもいずれ年をとってまいりますから、いっまでも若くはいら
れないと思いますが、相対的に小山は若いといってよろしいと思います。
　これからエッセンスのみ触れようと思います。高齢社会というのは先程い
いましたように老年人口が非常に多い社会のことをいうのですが、それを象
徴的に示すのが100歳以上の長寿の方の数でございまして、実は戦争直後の
平均寿命は男女共に非常に若くて、男性が1947年の平均寿命が50．6歳、そし
て、女性が53．96歳だったのです。ところがこれが急速に上がりまして、95
年で男性が76．3歳、女性が82．4歳ですけれども、最近の数字では、どちらの
数字ももう少し高まっております。戦後50年位での平均寿命の伸びは50％を
超えています。ですからそれだけ日本は長寿社会になっております（注10）。
なぜ長寿社会になっているのかを話しますと、一っは、日本が経済的に最も
豊かな国になったからです。ですから食生活が非常に良くなったことと、衛
生が非常に良くなりましたことにあります。それから、もう一つは日本は珍
しい国でありまして、全部の人が医療保険に入れるようになっています。ア
メリカはお金持ちしか保険に入れませんので、ですからアメリカの医療費と
いうのは馬鹿高いのですが、それは要するにお金持ちの人しか見てもらえな
いのです。日本はそうではなくて、上から下まで要するに所得の高い人から
低い人まで全員が医療保険に入って、保険医療を受けられるようになってお
ります。しかも老人医療保険というのは老人にとりまして非常に良くできて
おりまして、かっては老人医療費はかかった医療費の2．3％払えばよろし
かったのです。現在は自己負担の割合が増えていますが、今でも5．2％位で
ございます。私は3年前に父親を亡くしまして、病院に1年半程入院してお
りました。何度が危ない危機を乗り越えまして、亡くなったのですが、うち
の父の入院の医療費は一日千円でございました。ですから、大変ありがたい
のですが、これが欧米であったら大変な金額を払わなければいけないのです。
ですから、お年寄りの方が手厚い医療を受けられるようになっておりますの
で、日本は長寿化がどんどんすすんでおります。そしてご承知のように、私
は自分の保険料で2割を負担しておりますけれども、私学共済ですので、医
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療費はかかった2割でございますけれども、老人医療費は保険で補填してい
ますので、実は老人は全ての65歳以上のお年寄りが1年間で平均して75万円
程医療費を使っております。毎年老人医療費が1兆円程ずつ増えておりまし
て、とにかく老人医療費の割合は日本は突出して高いのです。その高い老人
医療費を押し上げているのは、社会的入院という現象でございます。社会的
入院というのは、歩けなくなってしまった、要するに寝たきりになってし
まった老人を老人ホームにやるのではなくて、病院に預けるわけです。実際
に老人ホームにいれますと、月30万前後かかりますけれども、入院させます
と一ケ月3万円、1／10で済みます。ですから社会的入院というのが日本は
非常に多いわけです（注11）。
　高齢社会になると何が問題になるのかと申しますと2っ問題がございまし
て一っは年金財政がパンクするというのが一っめの問題でございます。2っ
めは今申し上げたように医療保険がパンクするというのが高齢社会の大きな
問題でございます。年金財政の負担の問題を申し上げますと、1995年度で年
金として老人の方に支払われたトータルの額は31兆8，040億円になります。
国民所得全体の、国民が一年間に稼ぎ出すお金の10％位です。サラリーマン
の方が国民年金の基礎年金にプラスして厚生年金が足されますので、サラ
リーマンで定年退職した方は月額16万3，693円、95年度に貰っているわけで
す。それに対して国民年金、商店街の商店主、自営業主の人が入っているよ
うな年金ですが、これが7万7，456円。サラリーマンの奥さんは国民年金を
もらえますから、合わせますと22，3万円頂けるのです。22，3万円の年金を頂
きますと、だいたい老人の2人だけの家庭ですと、毎月かかる費用は22，3万
円といわれていますから、ちょうど生活が可能なくらいの年金を頂いている
と言ってよろしいわけです。ところがこれはさっき言いましたように、年金
をもらう人の数が急速に膨れ上がっているわけです。そして少子化が進んで
まいりますから、働く人の数が減ってまいりますと、年金の為の資金を出す
人達の数がどんどん減ってまいります。年金には3種類あります。公的年金
というのは実は自分が払ったものを自分が受け取るわけではないのです。私
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も今払っておりますけれども、私が今払っているお金は60歳を超えた方達の
ために保険金支払い分に使っているわけです。私が60歳を超えますと今大学
で教えているような学生が働いて、払ってくれる分からもらうようになって
います。難しく言いますと所得が世代間で移転していくような形になってい
るわけです。それに対して個人年金というのは私が払ったものを年金の受託
機関が年金を運用しまして、その利息をっけて私に返してくれるわけです。
個人年金というのは私が積んだものを私が使うわけです。その他に企業年金
というのがありますけれども、今日は企業年金には触れません。ただ企業年
金も企業の状態が悪いので財政状態は非常に悪いのです。公的年金はいずれ
払う人の数が減っていっても、もらう人の数が増えていけば当然パンクしま
す。そうするとどうするか、を厚生省が出しています提案は、いくらか選択
肢があるのですが、一っはこのままの年金を払い続けるとすると、年金を払
う人、つまり拠出する年金の基金を増やさなければいけない。要するに若い
人の払う金額を増やしていかなければいけない。もう一つはもらう金額を減
らしていくこと。三っめはもらう年齢を60歳からではなく65歳から貰えるよ
うにしよう。通産省の提案は70歳からとなっております。これをr逃げ水年
金」と言います。自分が60歳になったら貰えると思っていたものが65歳に延
ばされて、そのうちまた70歳に延ばされてしまう。ちょうど砂漠の逃げ水の
ように年金を貰う時期が遅れていってしまう。実は最近でました厚生省の案
では年金の割合を、金額を引き下げ、2005年になりますと、年金支給開始年
齢が65歳になります。ですから支給開始年齢が5年繰り延べとなります。今
段階的に繰り延べをしておりますけれども、今年の4月から企業の定年退職
年齢が60歳に義務付けられておりますので企業は全部60歳定年になっており
ます。そうすると2005年からは60歳から65歳までは年金はもらえないという
状況になるわけです。そして厚生省がつい最近出した提案では実は年金は今
サラリーマンの平均の月給の62％を年金のために支払うようになっています。
そして物価が上がると物価にスライドして、要するに同じように年金の支給
額も上がりました。どちらも止めるんですね。ですから、62％という数字を
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しばらくの間に一割下げると、要するに出すお金を一割下げましょう、そし
て支給開始年齢も遅らせましょう、それから物価スライドはやめましょう、
これが厚生省の試案ですね。そうするとこれは貰う時期は遅くなるし、貰う
金額も減るわけです。そうしてきますと、お年寄りは60歳まで働けば、企業
が安泰であれば定年退職したときに退職一時金というものをドンと貰えたわ
けです。それプラス年金が貰えていってハッピーリタイアメント、幸せな退
職生活を送れたわけです。有り難いことに日本は終身雇用慣行ですから、一
旦会社に入って、会社が潰れなければ、定年までの生活も会社が保障してく
れていたのです。皆さんはこのような社会は世界的に見ても珍しいのだと一
っご理解いただきたいと思います。アメリカやヨーロッパというのは失業率
が格段に高くてフランスなんて十数％、アメリカは今好景気でも4％位の失
業率、日本はこれまでは著しく失業率が低くて、しかも会社に入ってしまえ
ば定年までは何とか食べていけた、と。定年が終わったら今度は国が面倒を
みてくれたわけです（注12）。このような非常にハッピーな安定した生活だっ
たのですが、60歳からの生活はこれからは要するに自分でやれよ！！という話
です。もう一っは会社が途中でもしかするとある労働者がいらなくなったら、
途中で放り出すよ1！という時代なのです。そうしてきたときには会社での安
定した生活もだんだん崩れていき定年後のこれまでの安定した老後もこれか
らは自分でやっていかなければいけない。そうするとお年寄りはどうしてい
かなければいけないか。それは60歳を過ぎたら、お年寄りも自分で働く必要
性が高くなってまいります。ですからそれを私達は高齢者雇用、お年寄りが
働くこと、そして今県がやっているのは生涯現役社会というキャッチフレー
ズで、確か現在推進しているのは65歳定年制の実現です（注13）。差し当たり、
つい最近報告書がでた県のものでは61歳までの継続雇用を実行目標にしてお
りますけれども、可能かどうかはわかりません。実は高齢者の雇用状況は非
常に厳しくて、全体でみますと、有効求人倍率というめですが、分かりやす
く言いますと100人職を探していると、そのうち何人に職を紹介できるのか、
というのがあります。現在は0．5位ですからだいたい100人いたら50人位しか
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職を紹介できないのです。しかもこの紹介したのを文句無しに全員が受けて
くれれば、50人は就職できるのですが、条件が折り合わないため、グッと就
職率が下がってまいります。これが一般的な数字でございますが、実は高齢
者の有効求人倍率は0．12位が栃木県で、国全体では0．08位です。そうします
と、55歳以上、あるいは60歳以上の高齢者のもう一度働きたいと言う人の職
場は100人働きたいという人がいれば、8人、あるいは12人しかわがままを
言わないで全部就職できたとしても、それしか職は用意できないのです。そ
うしますと、皆さん、ここで問題になるのは、じゃあ、その年老いた人のた
めに新しい職場を何とかして作らなければいけないじゃないかという話にな
ります（注14）。そうしていかないと老人は安心して年をとれなくなってまい
ります。年金はどんどん支給開始年齢が遅れていって金額も下がっていくと
なんとか自分で稼いでいかなければならない。そうしますと、それを社会的
になんらかの形でお年寄りが確保できるように考えていかなければならない。
実はもっと深刻な話がございまして私共大学で教えておりますけれども、日
本の若い人の失業率は年々高まっておりまして、10％位まで若年失業率が上
がっております。だいたい中高年の失業率が5％位でございますが、高齢者
が8％から9％、そして若年が10％位なのです。実は毎年学校を出た学生の
中で就職ができないで積み残していく人が毎年10万人位いまして、ここ数年
で大学は出たけれども高校は出たけれども職の無いひとが10万人を超えまし
た（注15）。そうしますと、今の話から分かることは少ない職を奪い合うこと
になるのです。お年寄りと若い人でですからこれは非常に過酷な、難しいこ
とを言いますと、ゼロサム社会というのですけれども、だれかが職を取った
ら、だれかが取れなくなる、という社会なのです。ですから社会的に職場を
なんとか作っていくということにしていかないと難しい、非常に深刻な状況
になってくるだろうと思っております。そして、それを防ぐためにはどうし
たらよいのだろうか。これはやはり、新しい企業を少しずっ起こしていって、
生産を増やしていって全体の所得を何らかの形で増やしていくということが
必要なのですね。そういう形で所得水準を下げないようにしていきませんと、
一460一
少子高齢社会に於ける自治体と家族のドメイン再定義活動
一自治体と家族のドメインデザインヘの戦略論的アプローチー
行政をするための財政の資源もますます細っていってしまいます。そうする
と、このような高齢社会を、社会全体で面倒をみていくためには社会全体の
生産力を落とさないように、要するにモノを作ったり、サービスを作ったり、
所得を得るレベルを下げないようにしていかないと、全部ジリ貧になって
いってしまう。そうしていきますと高齢者の数が増えていきますことは変え
ることはできないのだけれども、高齢者のために職を新しく作りだす事は皆
が知恵をだしあって、ベンチャービジネスを起こしていくような形でやって
いかざるをえないだろうと思います。外国では職を増やすとき、どのような
ことをやるのかと言いますとワークシェアリングという事をやるんです。要
するに労働の分け合いです。ちょうど今は8時間労働をしておりますけれど
も、これを6時間労働にして、その浮いた2時間分のところを3人分の2時
間を足して6時間にして一人の雇用を増やしていこうとするわけです。です
からこれは三方一両損なのです。全員が痛みを分かち合って、皆で職を確保
しましょう、と。ただし、これは大きな問題があって、実は日本は戦後の好
景気がございまして毎年毎年生活レベルが上がってきております。実は私は
大変貧しい育ちでございまして、今でも私の母がっくってくれた玉ねぎを微
塵に切りまして、それに妙めた油揚げを細かく切りまして醤油をかけて食べ
るという油揚げ玉ねぎご飯というのが大好きなのですけれども、とても今の
学生は食べないと思います。私は大学で入学試験とかあるいは入学式とかあ
る種のイベントがありますとお弁当がでるんですね、それはそんなに値段は
高くないと思うのですが、これは私の子供のときの盆と正月が一緒にきたよ
うなお弁当なのです。そのような生活に私は知らず知らずになってしまった
のです。そうしますと、人間というのは不思議なもので、その生活が当たり
前になりましてそれを下げるのがものすごく難しいのです。ですからちょう
ど住宅ローン破産とかあるいは自己破産の人が増えていくのは、所得が下
がっても、支出は減らないからなのです。っいっい昔の財布のっもりで使っ
てしまうのです。これはよほど気を付けませんと所得が下がっても、消費が
それに平行して下がるということはないのです。これはずっと色々な研究者
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が観察しているのですが、所得が下がっても、消費が下がらないという仮説
があるのです。現実にそのような形になっています。ですから一旦味わった
贅沢を皆我慢してメロンのかわりに、要するに、マスクメロンのかわりにプ
リンスメロンで我慢しろという話になるんですね。うちの子供はアールスメ
ロンは食べますが、プリンスメロンは食べません。プリンスメロンは日本人
が発明したメロンで瓜とメロンの合いの子です。私はそれが大変美味しい世
代で、私は家族も多かったので苺も一回に三っ位しか食べられませんでした。
今は一パック全部食べられて大変幸せです。子供達はそれはもう当たり前な
のです。そういうことが当たり前の生活をしますと、それは下がらない、で
すからそれは非常に難しい。実はここでお話ししませんけれども、そういう
形で子供の数が減っていて生産のレベルが下がったときに日下公人というソ
フトか経済センターの理事長はすごいことを言っております。r簡単だ。外
国人労働者を200万人連れてこい！！、200万人の外国人労働者を連れてくれば
日本の生産力は落ちない、だから200万人輸入しろ！というのが彼の議論な
のですが、じっは外国人をそんなにたくさん受け入れた経験は日本にはない
のです。実はかって高度成長期に西ドイツがトルコからトルコ人の移民を政
策的に輸入したことがあるのです。ところが西ドイツ経済はご承知のように
だんだん悪くなってきて、若年失業率が10％を超えたときに西ドイツはどの
ようなことをしたか、と言いますとトルコ人の移民の方にお金を付けてやる
からトルコに帰ってくれ、という政策をやったのです。でももうドイツでそ
のような生活を味わったトルコの方達は帰らないのです。そうするとそれは
何らかの不況になったときにはもう職の奪い合いになるのです。そして移民
の方達は若干賃金が安くても当然仕事に就きますから、そうするとドイツの
大学卒の人達が職を無くしてしまうわけなのです。現実にそのようなことが
あるわけです。ですから、日下公人さんが言うほどそんなに簡単ではないと
私は思っております。現実にかっての群馬の大泉町・そこの真岡線も外国人
の方がたくさん乗っておられましたけれども、今職がなくなってそんなに多
くはいません。ところが職が無くなったとき何らかの形で食べなければなり
一462一
　　　　　　　　　　　少子高齢社会に於ける自治体と家族のドメイン再定義活動
　　　　　　　　　　　一自治体と家族のドメインデザインヘの戦略論的アプローチー
ませんから、そのような形で社会的な摩擦とか社会的な不安とかは高まって
こざるをえないのです。
　次に子供の数をどうやって増やしていけるだろうか、という話をしたいと
思います。子供の数は簡単でr生めよ増やせよ」ということをやればいいん
だという人もございますけれども、そんなに簡単ではないのです。それから
出産祝金100万円を150万とか200万にすれば増やせるのではないか、とおっ
しゃるかもしれませんが、決してそんなことはありません。と言うことをお
話ししていきたいと思います。
　実は現代日本社会は結婚が非常に難しくなっている社会なのです。皆さん
に適齢期のお孫さん、あるいは息子さん、娘さんがおられましたら、それは
ひしひしと感じていると思いますけれども、結婚の数は非常に減りっっあり
ます。実は宇都宮市では、たしか24歳から29歳までの女性の未婚率はここ20
年位で3．5倍に上がっております。男性の30歳から35歳の未婚率もだいたい
3倍に高まっております。このことで、平均初婚年齢も上がっていくことを
r晩婚化」と言い、そして、結婚しなくなっていることをr非婚化」、r未婚
化」と言います。今は独身のことをr独り者」とは言わないでrシングル」
というのが流行です。「理由（わけ）あってシングル」と言う人がいっぱい
いるんですね。それから、総務庁の調査なのですが、若い人達に結婚したら、
子供をっくりたいですか、何人欲しいですか、と質問すると、何人位の人達
が子供をいらないというと思いますか。実は40％です。40％の若い人達が、
結婚しても子供はいらないと言います。日本の若い人達の価値観とか行動パ
ターンが大きく変わってきているのです。それは一体なぜなのだろうかとい
うことを簡単にこれからお話ししていこうと思います。最後の20分位で自治
体の新しい役割というのを話していこうと思います。
　なぜ、結婚が難しくなったか、これはかなりの政策的配慮をしませんと、
増加していくことは難しいと思います。実は、結婚をしなくなった一っの大
きな原因は皆さん、私達の責任なのです。それは子供さんがお父さんとお母
さんを見ていて、r結婚＝幸せ」の＝の等式が信じられなくなっているわけ
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であります。日本のお父さんは「会社に住んでいて家に通う」と言われてお
ります。ですから、そのくらい日本のお父さんは会社にいるんですね。実際
に外国、西ドイツ等と比較をしてみますと、日本のお父さんは3～4時問位
会社に長くおります。それはなぜかといいますと、残業です。ドイツと日本
の平均労働時間は要するにサービス残業を含めません。サービス残業は残業
時間に付けないで残業していることをいいますが、これも日本は結構多いの
です。風呂敷残業という家に持ち帰る残業もございます。ドイツと比べて日
本は500時間ほど余計に働いております。日本が2，000時間ちょっと働いてお
りましてドイツが1，550時間位なのです。実は8時問労働で500時間といいま
すと、約60日、ですから、日本人は2ケ月余計働いております。・しかも残業
が非常に多いのは、日本は、いっでも猫の手が借りたい位に忙しい状況にな
らざるをえないシステムをとっているからです。終身雇用慣行でございます
から、予防的雇用と申しますけれども、予め少なめにしか正社員をとらない
のです。そうしますと、最も不景気な時で最低の正社員で足りるような人員
配置をしておりますから、慢性的な入手不足になるのです。そうしますと残
業は当たり前という形になります。もう一つ日本のお父さん達が忙しいのは
付き合い残業があるからです。実は課長さんが帰らないうちは下が帰られな
いのです。私だけ先に返りますというとなんてアイツはわがままな奴なのだ
といわれて出世にひびいてしまうわけです。そうしますとそういうのはデモ
ンストレーション、他人に見せかける残業ともいうのですが、実は仕事がな
いのだけれども、付き合いまで残業するのです。もう一つは日本のお父さん
達はノミニケーションが好きだということです。家庭に帰って飲むよりも同
僚と赤提灯で一杯やる、と。しかも、日本の東京で働いているお父さんの45
％は片道1時間以上かかるのです。そうしますとお父さんは子供が寝ている
うちにでてきて、夜子供が寝ている時に帰ってきて、一週間に一回しか顔を
見ない人もいます。そういうのをウィークエンドファーザーと言うのです。
週末だけ父親がいるのです。そして、家に帰っては奥さんにr飯・風呂・寝
る」しか言わない三語族と言われておりまして、日曜日はゴロゴロしてテレ
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ビを見ているだけなのです。学習塾の方に聞いた話なのですが、お母さんは、
中学生の女の子達に愚痴るんだそうです。rあのお父さんと結婚して失敗し
た」等の話を。くれない族というのですけれども、かまってくれないんです
ね、お父さんが。そうすると愚痴はすべて娘にいくわけです。娘はそれを聞
いておりますから、また息子は父親と母親の関係を見ていますと結婚しても
いいことないな、と思ってしまうわけです。ですから一っは私達親の世代が
r結婚＝幸せ」というのを実物でみせてこなかったというのが非常に大きな
理由であります。両親の結婚の現実があり、なかなか結婚ができないという
のが一っ目のポイントであります（傘16）。
　二っ目は男の子と女の子では結婚に対するイメージが違いすぎるのです。
若い男の人達は相変わらず昔ながらの結婚観を引きずっておりまして、奥さ
んは容姿端麗、要するに顔がきれいでないといけない、これが一番目です。
二番目、人柄が良い。女性の方でも人柄が良いというのがでてくるのですが、
男女では全然内容が違います。男性では可愛いこと、可愛いこととはどうい
うことかといいますと、家事が好きで、そして自分のやることに口を出さな
い、自由にさせてくれる人、これが男性の結婚相手に望む属性です。要する
に若い第二の母親です。ところが、女性はそうではありません。第一に経済
力がきます。要するに財布、英語ではディープポケット、金持ちじゃないと
r嫌ッ」というのが一番目です。二番目は人柄。この人柄は何かといいます
と、一つは頼れること、大変なときに支えてくれる人、二つ目はきちんとコ
ミュニケーションがとれる人、三つ目は私を対等のパートナーとして扱って
くれる人、これが女性の要求でございます。女性の方が進んでおりまして、
男性は遅れております。ですから男性は昔ながらの結婚観に引きずられてお
りますから、女性はコミュニケーションがとれない人は嫌、それから私を
パートナーとして見てくれないとダメ、というのですが、日本の男性は相変
わらず結婚しますと、俺の言う通りにやれ、と亭主関白になりたがるのです。
三番目は女性と比べて男性が：大人になりきれていないのです。大学でも、同
じ学年で入ってきますと、男子学生と女性を比べますと、女性の方が精神年
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齢が三っ四っ上だということが私の見ている感じです。ですから安室奈美恵
さんは20歳で35歳の人と結婚するのです。35位じゃないと大人じゃないので
す。ですからやはり、非常に年が離れた大人になった人じゃないと嫌という
形になってきているわけであります。四番目は今の若い人達は、女性は比較
的コミュニケーションがとれるのですが、男性はコミュニケーションが余り
とれません。それはなぜかと申しますと、ファミコン、カラオケ世代だから
だと私は思います。ファミコンとかカラオケをやっていますと、ファミコン
は実は一人遊びのための道具でございましてコンピューターと対話している
わけです。実はコンピューターオタクの人達の特徴的なポイントというのは
何かと言いますと、他人と話をするのがシンドイということです6ですから
コンピューターオタクあるいはファミコンオタクの人達というのは、相手が
ある言葉を投げかけてきたときにそれを受け止めて色々な解答をしていくの
が大変なのです。コンピューターはいつでもこちらから電源オフにできます
けれども、会話は続きます。相手が満足するような話題を次々に出さなけれ
ばいけないから、とても疲れて嫌だというのがファミコンオタク達の言い分
なわけです。ただ私達は今ここでお話しをしていますけれでも、私は今話を
していて、コミュニケーションといいますけれども、言葉でのコミュニケー
ションというのは35％しかありません。残りの65％は非言語コミュニケー
ション、言葉によらないコミュニケーションなのです。例えば、前の男性が
チラチラと腕時計を見た時にはrもうそろそろ話をやめて欲しい」という声
なき声が聞こえたのです。それが感じられない人はコミュニケーション能力
が不足しているわけです。恋人同志で喫茶店でデートしている時に彼女が目
と目を合わせて、これをアイコンタクトと言いますが、話してくれなくなっ
たら2人の問に危険信号が点滅し出したことに気付き関係修復の手を何か打
たなければなりません。
　私が妻の誕生日に自分の気に入ったイヤリングをプレゼントしたところが
包みを開けて少し遅れて小さな声で有難うという返事が返ってきた時はすぐ
に取り替える為にお店に走らなければなりません。
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　それに言葉は実に多様な表現があって、同じ現象にも肯定的なpositive
な言い方と否定的なnegativeな言い方の両方が可能なのです。　　　　　．
　例えばレポートをよくサボリ言い訳の大変上手な学生についての推薦書で
はr効率良く学習し弁舌さわやかな説得力のある議論をする男である」と書
けなければいい教師とは言えません。丸い玉子も切り様で四角ものも言い様
で角が立っと申します。日本語のコミュニケーションも非言語コミュニケー
ションも大変難しいことがお分かり頂けたと思います。
　結婚を難しくさせている要因にはその他にも多様なものがございますが、
ここではこれ以上触れている時間的余裕がございませんので、割愛させて頂
きます。
　次に結婚したカップルで子供が欲しいと考えている夫婦がなぜ2人以下の
子供しか生まない、あるいは生めないのだろうかということを考えてみま
しょう。沢山の子供を生めない最大の理由は、子供を育てる費用が日本では
非常に多額にのぼるからです。子供を育てる費用の中の最大のものはr教育
費」なのです。なぜ教育費を沢山かけて大学に入るのかというと教育投資仮
説という考え方が存在しているからです。教育投資仮説というのは子供に費
用をかければかけるほど良い大学に入りやすくなる、もう一っ良い大学を出
れば出るほどいわゆる有名企業に入りやすくなるということなのです。普通
の家庭はだいたい年収は650万から660万位です。ところが早稲田大学と東京
大学の親の平均年収は1，200万を超えています。大体倍です。それだけお金
をかけますと、中高私立一貫教育校に入れれば、馬鹿高い授業料をとるわけ
ですが、そういう事をやれるわけです。実は皆さん栃木県の小山に住んでい
て、東京の私立大学を受けさせて受験させてどこかの大学に落ち着いて下宿
を決めてあるいはアパートを決めて一年問でいくらかかると思いますか、受
験料から交通費から全部含めて大学を五つ位受けて東京にいったとすると、
初年度でだいたい460～470万円位かかります。そうしますと、670万位の家
計だと70％近くとられるわけです。ですからこれはものすごく高いのです。
日本は残念なことに国立大学は安かったのですが、だいぶ高くなりました。
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私は幸いなことに月1，000円で勉強していました。一年間で1万2，000円、そ
の時私大学院で2万3，000円程奨学金をいただきまして、その奨学金は教師
になりますと、返さなくてよろしいという特典があるのです。ですから私は
国におんぶにダッコで勉強させていただいたのですが、今はそうはいきませ
ん。ですから私は奨学金を貰って、二っ家庭教師をしますと、一応生活がで
きたのです。今はそうはいかないのです。大体うちの大学の親御さんがいく
ら送ってくるか知っていますか。授業料以外で平均10万円です。そしてそれ
にお子さんはアルバイトで5万円とか稼いで生活しているわけです。そうす
ると大学生はそのくらいお金をもっているのです。ですから彼等は非常に
リッチな生活をしていまして、私が昔は大学院にいたとき、要するに生活レ
ベルは家庭にいたときよりもガクンと下がったのです。要するに調度品から
なにから何もなかったのですが、今の子供達は勉強部屋がそのまま引越して
きます。ですから非常に快適な生活をしないではいられなくなっています。
ですから子供の数が増えるのはなかなか難しい。
　最後にもう一っ子供の数を増やすのを難しくしているのは日本の家の狭さ
です。家が狭いのにもかかわらず、皆さんはお父さんですから書斎をお持ち
でしょうか？私はでかい顔をして書斎を持っておりますけれども、普通のお
父さんは書斎がありません。でも、高校生のお子さんの80％以上は個室を
持っております。私の家も男の子と女の子ですから、いずれ個室を二っ作ら
なければいけません。そうすると、お父さんには部屋がないけれども、ガキ
は個室を持っ国ですから、個室を与えるためには、そんなに子供を生めない
のです。ですから、普通の家庭は三人子供が欲しいといっていますが、やっ
ぱり二人に落ち着いてしまうのです。それはやはり日本の住宅事情が大きい
のです。そうしたら、どうやって子供の数を増やしていけるか、これはもう
明らかなことなのです。子供を育てるコストがかからないようにしてあげれ
ばいいのです。子供を育てるコストが要するに平均の月の支出の3割を超え
るという、そこのところをどのように下げるかということです。それは何ら
かの取り組みをしていかなければならないと私は考えています。私は実は私
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立大学に務めていながら、ここだけの話ですが、県立大学を作って欲しいと
思っております。栃木県立大学。ただ栃木県立大学に優先的に入れるのは栃
木県に住む子供にする、と。県立はそれでいいと私は思います。その時の授
業料は普通の大学の1／5位にする。それから県が奨学金をだして非常に入
りやすくする、他の県から栃木県に住んで5年以上お父さんが税金を払って
いるという資格もいいと思いますが、そのような形で県が優先的に県の子供
を入れてやるということをやらなければいけないと思います。そして良い先
生を揃えて、良い教育をしてキチンとした就職先を紹介してあげる、と。そ
して後で働いて少しずっ返していく、と。という形で教育費用をかけさせな
いようにしていかなければいけないだろうと思っております。
　もう一つ大事なことは子育ては日本の場合その殆どが女性の肩にかからざ
るをえないということです。そうしますと女性が職業と家事を両立させてい
くことが大変難しいのが日本社会だと言えます。先ほど申しましたように日
本の父親は大変仕事で忙しいので妻の育児を手伝うことは物理的に難しい。
さらに保育所がまだまだ機能が不十分で特に公立保育所が延長保育や夜間保
育や0歳児保育を提供できないでいるのであります。これを早急に解決し、
企業と父親と自治体とが女性が男性と一緒に家事・育児・そして仕事を平等
に分担していくr男女共同参画社会」を構築していく努力が今後必要不可欠
となります。
　男女共同参画社会の実現こそが、少子化社会を変革していく実行可能性の
高い解答であるとともに、少子高齢社会の労働力人口の減少に対応する女性
雇用を促進させる方法でもあります。
　もう一つは子供にこれだけのお金をかけて、これだけ一生懸命育てて、次
の時代の、要するに私達の年金とか医療保険とか負担してくれる若い人を育
てた人も、独身を謳歌して、2人だけでリッチな生活をした人も実は老後は
一緒なのです。要するに、子供を育てないで苦労しないで、老後に年金等を
得る人のことをフリーライダー、ただ乗り、と言うのです。日本はフリーラ
イダーが老後の保険医療にしても、年金にしても、全く同じ扱いを受けてい
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ます。これはやはりどこかで直さなければならないのです、税制等で。今、
国も検討しだしたのですが、子供をたくさん育てて教育費をかけている家庭
の税金は下げるとか、何らかの手当をしませんと、これはフリーライダーの
方が得ですから、さっき言ったように、若い人達は知っていますから、4割
の人達は子供はいらないというわけです。子供は実際いじめとか毒薬事件と
かみてますと、育てることにべらぼうに心配しなければなりませんし、コス
トもかかるわけです。それなら2人だけで優雅な生活をしていた方が良いで
しょう。手間を考えたら。ですから子供達は昔は投資財といわれておりまし
て、老後の生活を支えてくれるために子供を育てたというのが昔の議論なの
です。今は子供は無くても老後は大丈夫なのです。そうすると、子供は今消
費財と言われております。要するに子供はペットと一緒で、っくって楽しむ
ものだ、というのが子供を持つ理由なのです。子供は将来の面倒を見てもら
うためだけに育てるのではなくて、作って、着飾らせて、育てる事を喜ぶた
めのものだ、ということです。ガーデニングと一緒です。大変かわいらしい
花が咲くわけです。実は子供を持ちますと、子供は大変かわいくて素晴らし
いものですけれども、いない人にはその喜びも何もわかりませんから、いな
けりゃいないでリッチな生活がいいとなります。これからは少子化対策にし
ろ、結婚の対策にしろ、高齢者の雇用の問題にしろ、行政は実に多様な社会
的な要求に応えていかなけれぱなりません。先程申しましたように、行政は
やせ細っていく財源で何に優先的にお金を使っていくのか、これを戦略論で
考えると何かといいますと、どういう対象に優先的に限られた資源を配分し
ていくのかというのが戦略論の課題なのです。ですからこれからは自治体経
営、行政経営で戦略的な思考が必要になるのです。これから限られた資源で
最もそれを有効に使うためには何と何に重点的に投入するべきか、総花的な
予算はこれからできなくなると思います。
　それから二っ目、先程いいましたように自治体の行政コストは非常に高い
のです。これは実を申しますと、私は電話をするとよくわかるのです。役所
さんというのは、電話をしていろいろ聞きますと、だいたい担当者が不在な
一470一
少子高齢社会に於ける自治体と家族のドメイン再定義活動
一自治体と家族のドメインデザインヘの戦略論的アプローチー
のです。民間企業はだれかいなくても用件を聞いて、メモしてくれ、担当者
に渡してくれ、後日電話がくるんです。私、労働省とか通産省とかあるいは、
失礼ですが、小山市役所さんにお電話するのですが、担当者がいないという
のが圧倒的に多いです。たらい回しされた後に担当者がおりませんという話
になります。あるいは実に能率の悪い仕事の仕方をしているのだと思います。
もう一っ笑い話のような話でございますが、私は久喜という町に住んでいま
したときに、ある実験をしたことがあるのですが、市役所の女性の方の歩く
スピードと民間企業の女性の歩くスピードをちょっと計ったことがあるんで
す。やはり市役所の女性の方は実におっとりと歩きます。ですから、そうい
うことはいいことなのかもしれませんけれども、やはり事務能率という面で
見たときには、やはり若干落ちるのだろうと思います。そういうことを見て
いますと電話なんかででも非常にてきぱきと応えるのは民間企業なのです。
それに比べて自治体などはまだまだうまくいっていないのです。
　これからもう一つお話ししておきたいことは自治体に対する、行政の活動
に対する住民の視線がだいぶ厳しくなっているということをお話ししたいと
思います。私は大学にいますので、大学の話をまずして、身内の恥をさらし
てから、自治体の話をしたいと思います。実は大学も非常に効率が悪いので
すが、私はいずれ学生が訴訟を起こしたら、教師が負けると思っております。
その一つは何かと申しますと、実は学生に対して授業料を先取りしているの
です。ところが日本の大学には教師の側に休講権という摩詞不思議な権利が
あるのです。休講権というのは何かといいますと自分の都合で授業を休んで、
代りの授業をしなくてもよろしいというものです。ですからこれは実をいい
ますと、1／3休講しますと授業料を1／3タダ取りしたことになります（注17）。
今日本の学生は親がお金を出していますから、休講になると喜んでいます。
しかし、アメリカではこんなことはありません。アメリカは授業料返せ！と
なります。ですからアメリカの大学は基本的に休講がありません。学生の学
ぶ権利はキチンと保障するのがアメリカのやり方です。私が授業を休講した
とすると学生が金返せという訴訟を起こされたら私は負けると思っています。
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私は幸いなことに補講率100％ですから、それは私の美学の一つですから。
ただ大学では休講権というのがあるというのを一つ知っておいて頂きたいと
思います。
　もう一つは実は大学では授業開始後30分過ぎて先生がこないと自然に授業
が休みになってしまいます。これを自然休講と申します。自然休講をさける
ために29分遅れてくるという教師がいます。私の出身大学でも番場嘉一郎と
いう原価計算論の先生が後で千葉商科大学学長になられた大先生ですが、
ハッキリと29分遅れて授業をしました。これは実際に1／3も授業をしませ
ん。大学の授業は90分ですから。そうしますと、29分というのは自然休講に
なる直前にやってきて一応授業はする、でもそれは実際やらなければならな
い授業の1／3はカットしているわけです。余り詳しく申せませんが、私の
よく知っているいくっかの大学で先程の番場先生ほどすごい研究をしている
わけではありませんが、ハッキリ29分遅れて来る方が何人かおられます。
　それからもう一っ恥ずかしいことというのは大学というのは日乍年の4月か
ら一生懸命努力して変えたのですが、学生の成績評価を私達はいたします。
SからDまでの評価があって、Dは試験を受けたけれども駄目だった。それ
からHというのがありまして、これは試験を受げなかったということです。
これまで成績を学生がもらいますと、Hの評価があったら、大学つまり担当
教員に文句がっけられたのです。ところがDの学生もCの学生も文句がっけ
られなかったのです。なぜ先生、僕はDなのですか、ということを、要する
に教授は情報開示をしなくてよかったのです。一生懸命教授会で教務委員会
の人々が説得いたしまして、それを何とか行なわせることに成功したのです
が、教師の抵抗は激しかったのです。これまで情報開示をせずに学生にとっ
て最も大事な成績評価を、なぜそうだったかという時に門前払いを食らわし
ていた。それはやはり大学の悪しき習慣なのです。それは先生がイチイチ説
明するのが面倒臭いからです。面倒くさいとは言いません。どういう理由が
つくかといいますと、学生に交渉権を与えることになるから止めた方がよい
というものです。交渉権とは教師と交渉してBがAに上がったり、CがBに
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上がったりするから、それはまずいからやめようというのが表向きの理由で
すが、裏の理由は面倒臭いからやはりやりたくないのです。しかしそれは許
されなくなると思います。ですから県議会の情報開示が栃木県は非常に悪い
と新聞にデカデカと載っていましたけれども、情報開示はいずれ住民の権利
として要求されてくると思います（注18）。それから皆さんもご承知のように、
県議会の人達が、県議会議員の懇親の野球大会にいく費用を返せという住民
の訴訟が起こされたと思います。それから東京の区議会の議員さんが昔東京
の区議会議員になって、議員さんを前にして恐縮なのですが、どうしても納
得できないのは区議会の議員の歳費は1，000万なのだそうですが、ところが
議会に一回でると5，000円の日当がでる、と。彼女は歳費を1，000万もらいな
がら、議会にでるのは当然の義務なのだけれども、でたら5，000円もらえる
のはおかしいのではないか、という話を提起しているのです（注19）。確かに
そのとおりで、私も給料もらっていて授業に出るたびに日当をもらっていた
ら、給料の二重取りです。やはりそれはおかしいということを言うように
なってきたわけです。今のところオンブズマンの人達がそういうことを言っ
ていますが、だんだんそれだけではいかなくなって住民訴訟が増えるだろう
と思います。なぜそういうことを言うかと申しますと、医療訴訟が増えてい
るからです（注20）。ご承知のように手術をして、それが失敗だったのではな
いかと患者が医者を訴えるということが非常に急増しています。栃木県でも
宇都宮で、妊婦さんに対する処置が悪くて亡くなられたのですが、そのご家
族の方がっい最近、その医者を相手に訴えたのです（注21）。それから病院で
針をキチンと消毒しないで注射をしたので皆が病気にかかってしまった、そ
れを保障することで4億数千万円要求した裁判で裁判所は2億数千万円の支
払いを命じました（注22）。ですからこれからは医者も手術ミスは許されなく
なってくると思います。そうしますと、よく私は国会中継をみるのですが、
国会で寝ている人がいっぱいいるのです。それから空いている席がいっぱい
あるわけです。そうすると空いている席の人は議員歳費を返せといわれるこ
ともこれからはあるかもしれません。ちょうど29分遅れた大学教師を吊し上
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げようというものです。これからどこでも起こりうるのです。ですから、先
程の議員さんの野球大会も8都道府県が私費でいくようになったということ
が載っていたと思います。官官接待であれほどたたかれたりしているわけで
すから、そのような形でだんだん住民の目は厳しくなってきています。とく
にお金の使い道、お金を何に使っているのか、ということに対しては厳しい
目が注がれるようになっています。それは第三セクターでそのような判決が
でたことをご承知だと思います。岡山県の方で市長さんが8億円ほど第三セ
クターに注いだけれども、これは市長さんが全額返せという判決がでている
はずだと思います（注23）。この近場でいいますと日光リゾートですね。ス
ケートセンター。あれが実は日光市が市債をだしてそれを買い取るというこ
とをやっております。県も4億円出すといっていますが、ああいう公的資金
を出すときには今後赤字がでないという条件がなければ、多分だんだんと投
入することが許されなくなっていくと思います。これから赤字が膨れ上がっ
ていくところになぜお金をいれるんだ、という話になっていかざるをえない
と思います。ですから第三セクターに関してはだんだんそのようなことに
なっていくと思います。大学も病院も自治体も私達教員も、サービスを受け
る人達からの苦情に対してキチンと申し開きができること、これをアカウン
タビリティ、説明責任といいます。なぜこのようなことになったのかという
ことをキチンと説明して、お金をこのように使いましたということを情報開
示させられていくようになっていくと思います。ですからその点について、
組織の習憤というのを変えていかないといけないと思います。一つ面白い話
をします。実は東京都の定時制の高校に対して都の教育委員会はある勧告を
したのです。どういう勧告かといいますと、先生が職場に遅刻してくるのは
けしからんから、ちゃんと時間通りにやってくれと、都の教育庁が強行に先
生方に申し入れました。その時に、先生方の組合がどのような反応をしたか
といいますと、実は労働慣行を守ることをしよう、労働慣行を破るようなこ
とはおかしい、このまま遅刻することを認めろ11というビラが張り出された
のです（注24）。これは私達の世界もそうなのですが、従来の慣行で、さっき
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申したような特権でr休講権」があるのです。それをなんか権利だと思い込
んでしまうのですね。ずっと長いこと、そこにいますと、その錯覚が常識に
なってしまうのです。ですから私は常々自戒しているのですが、大学の常識
は世間の非常識だと思っております。大学世界でしか通用しないことが堂々
と行なわれているのです（注25）（注26）。
　最後に、コスト削減をなぜしないといけないのかという話をしようと思い
ます。議会事務局の方に調べて頂いた数字では小山市は市の借金が800億円
位でございますので、年間予算とそんなに変わらない額です。県になります
と8千数百億円の県予算に対して7，600億円位の県債を抱えております。で
すから県の方が1ケタ借金が多い。しかも今年補正予算を組みまして1，300
億円県債を新たにだすという話もしていますから、栃木県の借金の額はだん
だん膨れ上がっていくと思います。借金をしないで財政を悪くしないで、し
かも効率的に行政サービスをしていくことが当然要求されてくると思います。
そうすると無駄なコストをどうやって削っていくのか、そのときには「アウ
トソーシング」といいますけれども、民間にあることを委託していくような
形で官民協調でサービスを考えていったらどうだろうか？いろんなことを考
えていかなければならないと思います。第三セクターのような放漫経営では
なくて、ちゃんと利益とコスト、費用がきちんとでて、赤字になってもほど
ほどの赤字、できれば費用と利益、売上げがイコールのような形でサービス
の提供をしていかなければいけないと思います。これは皆さんはご承知で
しょうけれども、群馬県の太田市は助役制度を廃止いたしました。助役さん
を廃止して2，000万円ほどコストを節約することをしています。それから足
尾町、本当に過疎の町でございますので足尾町でも様々な行政改革をしてい
ます。それから真岡かどこかで一っの課ごとに一っの係りを無くす運動を
やっていると思います。そのような形で行政も否応なくコストを下げていく
ことをこれからやっていかなければならないと思います。当然大学も同じで
ございます。大学も学生から集めたお金を最も適切に運用して学生に最も多
くの見返りがいくようなシステムにしていかなければいけません。そのよう
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な考え方をrカスタマー・ケアー」と言います。要するに、カスタマーとい
うのは消費者のことなのですが、私達は大学もサービスビジネス、行政も
サービスビジネス、病院もサービスビジネス、サービスビジネスの最終的な
目的はカスタマー・ケアー、消費者の満足を最も高めていくようなことが必
要になるんだという考え方です。ですから、顧客満足という言葉が一時はや
りましたけれども、カスタマー・ケアーという消費者に対する十分な配慮を
したサービスが必要であるというような時代になっていくんだと思います。
ですからこれから自治体にかかる期待というのは、宇都宮大学内に共同研究
センターができまして、足工大もそのような総合研究センターを作っており
ます。私共の大学もビジネス開発研究所というのがございまして、私そこの
所員をしているのでございますが、小山市から1，500万の予算を頂きまして
小山市の工業振興ヴィジョンを作っておりまして一生懸命アンケートを作り
まして、原案がまとまったところでございます。これからアンケートをして
いってそれから企業のヒヤリングをし、市の新しい工業振興ヴィジョンを作
ることにお役に立っていきたいと考えいますが、これからは官と民が一体と
なって最も効率的でしかも効果的な住民満足が高くなるようなサービスをど
のようにして築いていくのか、そしてそのためには高齢社会にどう対応した
サービスメニューを考えていくのか、少子化社会を変えていくためにどのよ
うなサービスメニューを作っていくのか、そのような新しい創造的なサービ
スの開発が求められていると言ってよろしいと思います。
　これで私の話を終えたいと思います。大変お疲れのところ、長時間聞いて
頂いて有り難うございました。
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3．夫達の生き方革命
本講演にっいての記事がr小山市議会だより」に次のように掲載された。
第3回　議員研修会開く〔テーマは少子・高齢化〕
　　9月9日、r少子・高齢化時代における自治体の役割」をテーマに、
　第4回議員研修会が議会会議室で開かれました。
　　この日、講師に招いた白鵬大学・柳川高行教授は、少子化と高齢化は
　日本社会におけるr見えざる革命」ととらえ、さまざまな角度から現状、
　展望・処方箋等を示されました。
　議員研修会では、議員活動に資することを目的にこれまで、地方分権
　の推進と議会の対応、介護保険制度、子供達の非行といじめにっいて学
　んできました。
さらに「同だより」のr編集後記」に次のような感想が寄せられた。
　議員研修会に招いた柳川白鵬大教授は、高齢社会がr変えられない未
来」であるのに対し、少子社会はr変えることができる」とした上で、
少子社会を変えるために、女性が仕事と家事・育児を両立できるような、
育児支援の諸制度を準備し、このことを通してr男女共同参画社会」を
築くことが最も実行可能性が高いと諭されました。このことは、個人に
も大きくかかわることを示唆しています。これからの男性は、かなり裕
福と言われる（OL）女性と結婚をし、子供を産み育てようとするわけ
ですから、大いに自己の魅力を高めなければなりませんし、女性の就業
を必然ととらえ、家事・育児や介護も担い合うことを意味しています。
これは覚悟がいると思うのです。
男女共同参画社会を築いていく為には、男性には「覚悟がいる」ことはそ
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の通りであり、私は新しい世紀においては結婚したいと考える日本人成人男
性は「生き方の革命」を避けて通ることはできないと思う。それは会社と仕
事への圧倒的なコミットメントを行なう従来型の“company－first　person－
ality”から、“family－centered　personaiity”あるいは“famiiy－minded
personality”へと価値観と行動様式の大きな自己変革を意味している。
r仕事を言い訳（job－excuse）」にすること無く、家庭（妻や子供のことが
中心であるが）での対話と役割分担とに深くコミットメントしなければなら
ないであろう。
　家族の機能には、子供を生む性的活動というr生殖機能（generating
function）」、家族の生活を保障していくという「生活維持機能（nursing
function）」、100％の愛情を持って家族の存在価値を絶対的に肯定する「評
価機能（valuation　function）」、どこでも話せない不平不満や心配事、相談
事や本音をさらけだすことが許されるというr受容機能（accepting　func－
tion）」そして、愛情を基盤にして配慮と心配りとが相互に交換されるとい
うr配慮機能（caring　function）」、社会的規範や文化を身に着けさせてい
く「社会化機能（soclalization　function）」とがあると考えられる。これ
までの日本の父親（夫）達の大多数は、r仕事を口実にして」、生殖機能と生
活維持機能をかろうじて果たしてきたに過ぎず、その他の機能（それは子供
や妻を人間として大事に取り扱うことを意味しているが）は殆んど果たすこ
となく、妻に一方的に押し付けてきた。スーパーウーマンになれない妻が圧
倒的多数派を占める日本の家庭の多くがr家族機能不全（dysfunctioning
famiIy）」に陥っていることは、多くの新聞・雑誌に掲載される記事等から
伺うことができる。私もそれに所属しているr団塊の世代」は、実は家族が
r機能不全」を引き起こし始めたr高度経済成長期」に少年から青年になっ
たのである。r団塊の世代」が十分な社会化機能を果たさずに、さらに受容
機能や配慮機能も不十分な中で子育てを行ない、その子供達であるr団塊
ジュニア」達はどのような家族をデザインしたら良いのかのrモデル無き世
代」でもある。特にr擬似母子家庭化」した家庭で父親は男の子にとっての
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1ive　mode1の役割を遂に果たさずにきたと言える。日本の家族を持とうと
する男性達は、仕事を口実にすることが最早許されなくなることをr覚悟」
しなければならない。会社のことだけを考えていれば良かったsingle　fo－
cusinglifestyleからdoublefocusinglifestyleへと生き方を変えられな
い男性は将来「化石」と化す運命を甘受せざるをえないであろう。
　そんなふうに言うと、家族を持っことは大変なことだと結婚に尻込みする
若い男性が増える可能性が高まるけれども、私の個人的経験を踏まえてr家
族の効用」を是非書いておきたい。私は家族の機能の中で最も大事なことは、
子供に対してr今のままの君で十分なんだよ。パパとママはそんな君が大好
きだよ。」という「評価機能」だと考えている。次に受容機能と配慮機能と
が重要であると私は考えているが、実は子供が父親や母親に対して評価機能
や配慮機能を果たし、父や母の存在意義を強化するとともに生きていく意欲
をも与えてくれることはもっと注目されてもいいと私は考えている。キ
ティーちゃんで有名なサンリオという会社の経営理念は、r人は1人では生
きられない。だから愛と友情を売るソーシャル・コミュニケーション・ビジ
ネスを行なうのだ」というものであり、聖書にもr人、1人にて生きるは悪
（わろ）し。」という言葉があるそうだ。r人」という漢字そのものがr一
人」と「一人」が支え合うということをシンボリックに明示していると思わ
れる。人生とは挫折や失敗や苦労の連続で打たれ続けることが通例であり心
弱ることが無数にある。会社もかつてのようにr定年までの居心地良い職
場」を提供することを約束はできなくなってきている。今後のr不安社会」
を生きていく勇気と愛とを与えてくれるのは「家族」だけではないだろうか。
様々なことで傷付き疲れ切ったr魂の停泊所（anchoring　spot）」は家族を
置い亡他には無いと私は思う。
　夫達は妻とともに、r家族の共同デザイナー（co－designer　of　home）」
という役割を積極的に担うことが、新しい幸福の扉を開くカギを握っている
ことに気が付かねばならないであろう。それは困難ではあるが同時に喜びを
も与えてくれる。苦しみと悲しみと喜びとが絢い交ぜになったカクテルには
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人生の味がすると思う。
4．企業と家族の新しい関係
　少子高齢社会の進展は、必然的な流れとして男女共同参画社会を招来せず
にはおかない。そしてそれは否応無しに家庭の内と外の両方でのr女性の生
き方」の変化を伴わずにはおかないであろう。さらに少子高齢社会の到来と
は独立に生じている日本経済の構造的変化は、r夫の雇用条件」を劇的に変
化させ、それらの側の変化からも男女共同参画社会が必然的に現実化せざる
をえない。2っの相異なる要因から「女性の生き方革命」は生じざるをえな
い。次にこの点にっいて簡潔に論じておくこととしたい。
　少子高齢社会の進展は、その少子化の必然的帰結として、15歳～64歳の
r生産年齢人口」は次第に減少していかざるをえない。増加する高齢者への
所得の世代間再配分の割合は増加し、それをより少なくなる生産年齢人口が
支えていかなければならない。生産年齢人口の減少と子供のいる家族数の減
少とにより国全体の消費能力は減少するとともに生産能力も減少し、他の条
件が変わらなければ経済活動は縮小せざるをえない。それを防ぐには、女子
雇用と高齢者雇用を適切な方法をとることにより現在よりはるかに高めてい
かざるをえないであろう。「男女共同参画社会」とr生涯現役社会」とが新
しい日本社会の特質となることに関しては、大方の賛同をえられることと思
う。女性が家を出て労働に参加することが社会的に必要とされ、そうできる
ようになる為には、家事や育児のr社会的支援プログラム」を社会的にデザ
インしていくこと、夫達の家事・育児への積極的参加が同時に行なわれなけ
ればならないであろう。
　他方において、日本経済の構造的変化は、戦後ほぼ一貫して持続してきた
r企業の全般的成長」とr国の経済成長」とが踊り場を迎え、これ以上の成
長は、例外的ないくっかの産業と企業を除けば不可能な時代に突入したと
言って大過なかろう。日本経済の成熟化と停滞とは、これまで日本社会に安
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定と将来への安心と専業主婦の存在を許してきたr日本型雇用慣行」、特に
「終身雇用慣行」とr年功賃金制」を、それぞれ「早期退職優遇制度」と
「年俸制」によって取って替わらせていくことになろう。
　終身雇用慣行により定年までの雇用と所得とが保障されるばかりでなく、
保障される所得は年功賃金制により毎年の昇給と家族を養うに足るr生活
費」が保障されてきた。夫のもらう賃金が労働の対価ではなく、家族を養う
に足る生活費であるからこそ、女子の「M字型就労」が可能なのであった。
結婚あるいは出産に伴ない一回退職しr専業主婦」となり子供の手がかから
なくなったらr主婦パート」として労働市場に再参入するという日本女性の
典型的ライフスタイルは、夫1人の所得によって家族全員を養うことが可能
な日本型雇用慣行の存在があったからである。
　日本型雇用慣行が変化しつつあり、新日本型雇用慣行として早期退職優遇
制度と年俸制が次第に普及していくにつれ、夫が突然職を失う「失業の不
安」と、成果主義の給与制度により「家族の生活に足りない賃金」という2
っの不確かな要因により、これまでの夫1人の稼ぎに依存した「一頭建て馬
車」型家族から、夫と妻の2入の稼ぎに依存したr二頭建て馬車」型家族へ
の大きな転換期に今の日本は直面している（注27）。女性が家を出て労働に参
加することが、家庭の維持の為にも必要とされるようになってきたのである。
　夫と妻と子供の生活が夫の勤めている企業によって全面的に保障されなく
なりっっある現代社会においては、1つの企業に夫がオーバーコミットメン
トすることが最早不可能であり、妻も企業にコミットメントせざるをえない
という意味で、企業と家族との関係は新しい関係へと移行していかざるをえ
ないであろう。さらに妻の企業へのより積極的な参加に伴い、家族機能の夫
婦での分担関係も大きく変化せざるをえない。従来夫のみがほぼ単独で担っ
ていた生活維持機能を妻が共同して担っていくと同時に、妻が一方的に担っ
ていた評価・受容・配慮の諸機能と家事との一部を夫が積極的に担っていか
ざるをえないであろう。
　企業と家族とが新しいパートナー関係に移行するとともに家族内の夫婦と
一481一
柳　川　高　行
いうパートナー関係も新しい形態へと移行せざるをえない。夫の生き方革命
と妻の生き方革命の時代の到来である。
5．結びに代えて一経営学の新しい役割
　少子高齢社会の到来は一方に於いて、自治体に対し少子化対策メニューと
女性の社会参加を促進する政策メニュー、高齢者の介護と雇用創出の為の政
策メニューという、「新しい行政サービスの研究開発」と、既存のサービス
メニューと新しいサービスメニューに限られたr行政資源（administra－
tiveresources）」をどのようにr配分し直すのか」という新しい問題を提
起せずにはおかないと思われる。この問題を解くことはすなわち、自治体の
r事業構造の意識的組み替え（restructuring）」とr資源配分の新しいパ
ターン（neW　reSOUrCeS　allOCatiOn）」をデザインし直すことに他ならない。
それはまた自治体のrドメインの再定義（domain　re－definition）」そのも
のである。自治体が自己の将来visionを策定し、その効率的実行が必要と
される時代を迎えっっある。そのような自治体の需要に応えうる有力な学問
こそが経営学とりわけ経営戦略論であることがここで注意されなければなら
ない。
　少子高齢社会の到来と、日本企業に於ける企業と労働者の関係の変化つま
り日本型雇用慣行の変質との両者が相侯って、家庭を構成する夫と妻のそれ
ぞれの企業と社会へのコミットメントは劇的に変化していかざるをえないで
あろう。変化する企業や変化する社会という環境に対してのr家族の効果的
適応（famiiial　adaptation　to　its　environments）」のシナリオを描くこと
は、家族のドメインを再定義することに他ならず、経営戦略論のアプローチ
そのものである。家庭内部に於ける家族機能の分担関係の変更は、家族のリ
ストラクチャリングと家族に於ける意志決定スタイルの単独決定から共同決
定への変化を意味している。家族の環境適応行動のシナリオの執筆、家族ド
メインの再定義という家族の需要に応えうる有力な学問もまた、経営学とり
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わけ経営戦略論であることはもっと注目されても良いであろう。
　新しい社会の到来に伴なう自治体・企業そして家族の本質的変化は、実践
的応用可能性に富んだr新しい経営学の誕生」を期待して止まないであろう。
経営学はその学問体系と内容のリストラクチャリングと自己革新とを避けて
通ることはできないことを私は確信している。
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（注1）100歳以上の方が1万人を突破し17年で10倍になったことに関して
は、次を参照されたい。
　〔1〕r長寿番付　100歳以上1万人突破　昨年比2割増17年で10倍に」、
　　　日本経済新聞、1998年9月9日。
（注2）r老人福祉法」が制定された1963年当時の日本のr100歳以上人口」
はわずか153人で、その33年後の1996年9月発表の厚生省r高齢者名簿」
によれば、7，363人にのぼった。
　このことに関しては、次を参照のこと。
　〔2〕rこども10大ニュース』、国土社、1998年、r百歳以上七千人台をこ
　　　える」、70～75ぺ一ジ。
　日本人の平均寿命が1997年度に女性が83．82歳、男性が77．19歳となった
ことが厚生省のr97年簡易生命表」で明らかとなった。このことに関して
は、次を参照のこと。
　〔3〕r女83．82歳　男77．19歳　日本人の平均寿命　昨年も長寿世界一
　　　男女差は6．63歳に拡大」、下野新聞、1998年8月29日。
（注3）栃木県の100歳以上の高齢者は159人で、最高齢者は104歳であるこ
とと、宇都宮市に26人、足利市に20人、小山市14人、佐野・鹿沼両市8人
が100歳以上であったことに関しては、次を参照のこと。
　〔4〕r厚生省の長寿番付100歳以上1万人を突破　女性82％、最高齢114
　　　歳」、下野新聞、1998年9月9日。
　栃木県人口に占める65歳以上の人は1997年10月1日現在、31万4，459人
となり前年比3．4％増で、県人口に占める割合が15．7％で6．4人に1人が高
齢者となったことに関しても、上記の記事を参照されたい。
（注4）平成7年度の小山市人口は、総人口150，115人、内0～14歳の年少
人口が26，252人、15～64歳の生産年齢人口が105，549人、65歳以上の高齢
人口が18，314人であった（小山市議会事務局ヒアリング、1991年8月28
日）。
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（注5）栃木県の年少人口は、昭和60年に22．8％を占めていたが、平成2年
に19．6％、平成7年に17．1％、平成8年16．7％、平成9年16．4％へと減少
してきている。昭和60年より6．2％減少しており、減少率は約27％にの
ぼっている。
　このことに関しては、次を参照のこと。
　〔5〕栃木県、r平成9年度版　県勢白書』、5ぺ一ジ。
　上掲書（5ぺ一ジ）は下図のような人口構成を図示している。明らかに
人口構成は、「ピラミッド型」からr壷型」へと変化してきており、近い
将来r人ロ減少社会」が到来することをイメージできると思う。
　　　　【性別・5歳階級別人口構成（9年）】
　　　　　　　　　　　85－
　　　　　　　　　　　80－84
　　　　　　　　　　　75－79
　　　　　　　　　　　70－74
　　　　　　　　　　　65－69
　　　　　　　　　　　60－64
　　　　　　　　　　　55－59
　　　　　　　　　　　50－54
　　　　　　　　　　　45－49
　　　　　　　　　　　40－44
　　　　　　　　　　　35－39
　　　　　　　　　　　30－34
　　　　　　　　　　　25－29
　　　　　　　　　　　20－24
　　　　　　　　　　　15－19
　　　　　　　　　　　10－14
　　　　　　　　　　　5－9
100，000　　　　　50，000　　　　　　0　　0　　　　　　50，000　　　　　100，000
　資料：栃木県毎月人口調査
（注6）少子高齢化というのは、r先進諸国」に特徴的な現象であって、地
球規模では年間8，000万人の規模で人口が増え続けている。
　合計特殊出生率は、日本1．48人、ヨーロッパ・ロシアが1．45人、北米が
1．93人、中国1．80人、オセアニア2．40人、アジア2．65人、中南米2．65人、
インド3．07人、アフリカ5．31人である。
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紀元0年～2050年の世界人口の推移は次のように予測されている。
ねロココ
，。．．■紀元・年～2・5・年の世界の人・の推移．．．．遍蟹隻人．簿魏
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1999隼60億人
億50　一
人
40　一
　　　　　　　　ドロコま　コ　コロなムきなロ　ロ　ロ　マ　▼西腰0年3億人　　　　　　　　　　　　　▼
　0年　　　　1000　　　　1250　　　　1500　　▽50　　1800　　1850　　1900ID　20　30　40　50　60　70　80　9098200010　20　30　40　50
　このことについては、次の新聞記事を参照のこと。
　〔6〕r世界人口60億突破へ」、朝日新聞、1999年1月3日。
（注7）日本全体の外国有名ブランド商品に対する消費支出は、コンビニエ
ンス業界Nα1で7，000店舗以上を有しているrセブンーイレブン」の全売
上高約1兆6，000億円（平成9年度）にほぼ匹敵している1兆6，000億円弱
である。不況期に於ても外国有名ブランド品は前年度より売り上げを伸ば
している。日本市場で最も売上高の大きいルイ・ヴィトン・ジャパンの昨
年（1997年）の売上高は前年比14％増の718億円で、5期連続の増収でバ
ブル時代のピークの91年に比べて売上高は1．8倍となっている。
　その購買者の中心は20代から40代の女性である。
　このことに関しては、次の雑誌記事と新聞記事を参照のこと。
　〔7〕r特集　高級ブランド　売れない日本でなぜ売れる」、『日経ビジネ
　　　スム1998年7月20日号、20～33ぺ一ジ。
　〔8〕r不況でも高級品に売れ筋あり」、朝日新聞、1998年10月13日。
　私はかつて「日本人の外国有名ブランド品好きについて、次のような解
釈を試みたことがある。
　ブランド商品の価値と、日本人の外国有名ブランド品好きについての一
考察
　ブランドとは、消費者に①よく知られている（高い認知率）企業名・商
品名であり、②消費者の好意（good　will）が与えられていて、③その商
品を所有していることが、一種のファッションとして、②仲間としての身
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分証明書であり、⑤他人に見せびらかしたりできるものであり、④他人に
プレゼントしやすい商品である等の特質を有している。rたまごっち」は
一種のファッションでありr叶匠寿庵」の和菓子は、誰に贈っても恥ずか
しくない。今やrルイ・ヴィトン」のようなバッグは女子学生の定番商品
ですらある。
　ブラントとして認知率が高まる為には、TV、雑誌、舞台等で多くのお
金をかけてr露出」が積み重ねられる必要がある。例えばr資生堂」ブラ
ンドが顧客の好意と信頼を得たブランド化するまでに多年の広告宣伝費が
かけられている。その意味で、ブランドとは企業が長期間かけて企業外部
に蓄積していくr情報的経営資源」に他ならない。
　シャネル、グッチ、ルイ・ヴィトン、フェラガモ、ブルガリ等のカタカ
ナブランドが日本人、特に若い女性達の憧れの的である。証券アナリスト
の推計によれば、ハワイで買い物する日本人も含めてグッチの売上の60
％近くは日本人が購入しており、外国有名ブランドは多かれ少なかれ日本
人消費者に大きく依存している。なぜ日本入がかくも外国有名ブランド好
きなのか、次にいくつかの要因に分けて分析を試みよう。
　分析は、ブランド品の①購入可能要因（can　factor）、②購入欲求要因
（want　factor）と、③購入必要要因（must　factor）の3次元分析と、
ブランド購入理由が④日本に固有の要因（Japan　specific　factor）か、
⑤全世界に共通の要因（human　universal　factor）かという2次元分析
とを組み合わせて行なう。
（1）　can　factors、　Japan　specific　factors
　　高価な外国有名ブランド品を購入可能な経済的余裕が日本人、特に若
　いO　L、女子大生・女子高生にある。
　①　日本の賃金水準は世界一であり、日本人は全体的に金持ち（deep
　　pocket）である。
　②　O　Lの可処分所得は年間200万円あると言われている。彼女達は両
　　親の援助（家賃＋生活費）という生前贈与を受け二重の所得を得てい
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　る（doublepocketOL）。
　③　優雅な生活を味わっている女子大生。女子大・短大への進学率は男
　子の大学進学率を近年上回り、女子を大学へ進学させている家族の年
　間所得は相対的に高くゆとりが大きい。多額の仕送りとアルバイト、
　そして男の子からのプレゼントで彼女達はブランド品を身にっけるこ
　　とができるのである（parent　patronized　university　girl　student）。
　④　女子高生は、少子化社会の中で、相対的に多額のお小遣いとお年玉
　をもらっており、さらに彼女達を主力のアルバイトとして雇用する
　ファーストフードや外食店のアルバイト収入を得ることが可能となっ
　ている（side　work　dependent　high　school　girl）。
（2）want　factors、human　universal　factors
　高価な外国有名ブランド品を購入したいと思う理由で、全人類に共通
　な理由は、ブランド消費が経済学者丁．ヴェブレンの言うr見栄消費
　（conspicuous　consumption）」だからである。
　①　高級有名ブランド品を購入するのは、私はこういう高価な商品が買
　えるr社会的地位」があるということを他人に明示的に示したい欲求
　があるからである（social　status　demonstratlng　consumption）Q
　②　他人に社会的地位を了解してもらう為には、その商品が高価である
　　ことが誰にもひと目で分かる価値の明示性と周知性とが必要である。
　その条件に最も適合的な商品がブランド商品である。
　③　他人に高級有名ブランド商品を媒介して、自己の高い社会的地位、
　　とりわけ経済的地位を知ってもらいたいという欲求の根底には、人類
　共通の他人に認めて欲しいというr自尊欲求」、r社会的承認欲求」が
　存在している（social　approval）。
（3）mustfactors、Japanspecificfactors
　　O　L、女子大生、女子高生も含めて多くの日本人が高級有名ブランド
　品を買わなくてはならないと要因が2っある。
　①　日本人は他人と異質であることを求める傾向よりもあるグループに
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　所属していること、あるカテゴリー内部で同質化していることに安心
　感を覚える傾向が強い。それは「孤立化恐怖（isolation　phobia）」
　の心理であり、「逸脱の恐怖（deviation　phobia）」であり、よく言
　われるr横並び志向（follow－suit－ism）」のノ已・理である。高級ブラ
　　ンド品を購入しなければならないという心理は、ある階層に所属して
　　いることのI　Dカードを所有することである。そのブランド品の中の
　あるブランド品を選考することで、r小さな差異化」を行なっている
　　と思われる。
　②日本社会は、中元やお歳暮に代表されるようなr贈答文化（gift－
　giving　cuiture）」を、持った国である。そこには人間関係を品物を
　贈り合うことを介して将来とも円滑化していこうという基本思考が表
　れている。どういう品物を贈るのかによって贈り手が贈られる側をど
　の程度r親しく感じており」、r重要視しているのか」がr数量化」し
　て理解される傾向が強い国が日本なのであろう。そうすると贈答品は、
　価値が明示的かっ周知的であることが品質と並ぶ必要条件となろう。
　　その意味において高級ブランド品を人々は好んで贈らざるをえないこ
　　ととなる。
　筆者の上述の見解についての出典は次の通りである。
〔9〕柳川高行、1998年、r研究ノート　ふだん着の経営学一新しい経
　　営学入門　　　（その1）、r白鵬大学論集』、第12巻第2号、105～205
　　ぺ一ジ。
　以下に於いてその後の考察の発展拡充にっいて触れておくこととしたい。
　ブランド品購入を行ない身に着ける人々、すなわちbrand－conscious
personalityの持ち主の人々が自身が所属していると考えているr準拠集
団（reference　group）」に関しての自己認識は次の通りであると私は思
う。まず第一に、ブランド品を身に着けることはそれを買うことができる
「社会的地位（sociai　status）」の表出化（externalization）機能を果た
すのである。次に第二にブランド品を身に着けるということは、人問の趣
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味（taste）という意味での人格がr物に投影される」という観念をこの準
拠集団のメンバーは有している。人の本質はr外見に現れる」というap－
pearance重視派である。第三に社会的地位と人間の趣味とは、可視的に
しなければならないという価値観が準拠集団に共有されている。
　これに対しブランド品購入を余り行なわず身に着けることの少ない人々、
すなわちbrand－unconscious　peresonalityの持ち主の人々が自身が所
属していると考えているr準拠集団」は、まず第一にbrandを買い身に
着けることは、社会的地位を表出化はしない、第二にブランド品を身に着
けることは「人格を表わすものではない」と考えている。人の質はr外見
には現れない」というsubstance重視派である。第三に社会的地位と人
問の趣味とを可視的にする必要はないという価値観が準拠集団に共有され
ている。brand－consciousな人々の準拠集団はそのような価値観の所有
集団であるからこそ、所属し同一化する為にはr外見からそれと分かる」
高級有名ブランド品というI　Dカードを身に着けるのである。brand－
consciousな集団内部では、brand別のsub－groupに分割され、sub－
group内で小さなr差異化」がr準拠集団内部での個性の表出」として
試みられるのであると思われる。
　次に20代から40代の女性が主要購買者であるということにっいて考察し
ておきたい。20代、30代の女性が高額のブランド商品が買える第一の理由
は、彼女らのr高学歴化」とr社会進出」によりr自分の所得」を獲得す
るようになってきたことであり、第二の理由は非婚化・未婚化・晩婚化の
進展に伴ない独身女性が増大し、しかも彼女達の70～80％が「親と同居」
し実質的に生活費の援助を受けていて、年間約200万円位をrお小遣い」
に使えるという日本独特の事情があるからである。若い独身女性のブラン
ド消費は典型的な「親がかり消費（parent－patronized　consumption）」
あるいはr生前贈与消費」と名付けうると思われる。
　40代の女性のブランド消費を可能にしているのは、少子化により1家庭
内の子供数が激減していることに加え、r共稼ぎ」の家庭が増加している
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ことが大きい要因だと考えられ、共稼ぎを可能にしているのは、少子化に
加え、女性の高学歴化と、中年女性をパートとして雇う職種が増大してい
るからだと思われる。
（注8）1970年代半ばから急速に、生まれる子供の数が急減してきた背景に
は、子供を育てる費用が今後上昇せざるをえないというr養育コスト」上
昇の予測と、子供を持たなくとも定年退職後の生活の保障が国によってな
されるというr年金改革」の2要因があったからだと私は考えている。
　まず年金改革にっいて述べよう。1960年代に東京都に初の革新系知事美
濃部亮吉氏が誕生した。革新都政の政策の目玉はr老人福祉」で70歳以上
の老人の医療費無料と都営交通機関の運賃の無料化がその柱であった。こ
の政策への住民の好反応に危機感を覚えた自民党田中角栄氏の肝入りで実
現したのが年金改革であった。それまでのrアメ玉年金」、r孫へのお小遣
い年金」がr生活できる年金」へと変革され、退職時の基本給の約60％の
保障と物価スライド制による支給額決定方法が基本的に導入された。これ
以後、r老後の生活保障」とその負担の分散の為に多くの子供を生む必要
性は急速に日本社会から失われた。r投資財としての子供」という概念は
1970年を境にr消費財としての子供」という概念に取って替わられたと
言って良いであろう。年金改革はその全く意図せざる社会的作用として日
本家庭の出産数を抑制させる可能性を生み出したと言える。
　これに対し子供を育てるコストの増大への予測は、日本家庭の出産数を
抑制させる必然性を生み出したのだという事を次に明らかにしよう。
　1945年に終戦を迎えた日本の企業社会は、r農地解放」によって農業経
営者間に「資産の強制的再分配」が為され、社会政策として自作農が強制
的に創り出された。さらにr財閥解体」とr集排法」により民間企業の規
模は強制的に平準化された。農業経営と工業経営に於けるequal　footing
から30年間が経過した1970年代半ばの日本の経済社会は、戦後の目覚まし
いr高度経済成長」と企業成長の中で産業構造が工業社会とサービス化社
会へと変化していくとともに、労働者は雇用労働者（いわゆるサラリーマ
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ン）が圧倒的比重を占めるように変わっていった。戦後30年経ってサラ
リーマンの目に映った日本の企業社会には、企業や職場が相互に大きな格
差のある2っのグループに分かれてきたという事実であった。一部二部上
場の民間企業と国家・地方公務員と3公社5現業（現J　R、NTT、日本
たばこ等）に代表される「良好な雇用機会」に勤めている25％の労働者と、
それ以外の75％の労働者とでは、定年までの総所得、社宅に代表される福
利厚生、雇用の安定度（企業の倒産し難さ）、社会的信用度、などで極め
て大きな格差がっいたことが誰の目にも明らかとなった。良好な雇用機会
に現に勤めている労働者の家庭ではr我が子にも」父親と同じような企業
に勤めさせたいという願いを、そして良好とは言えない残り75％の労働者
の家庭ではr我が子には」父親とは違うrいい会社」に入って欲しいとい
う願いを、それぞれが持っようになることを誰も責めることはできない。
従って日本社会では全体の4分の1の恵まれた職場へのパスポートを奪い
合うr潜在的選職競争」が繰り広げられることとならざるをえない。確実
なパスポートを探し求める親達の目に映ったのは、出身大学によって良好
な雇用機会への入社確率が大きく異なるという事実であった。それなら自
分の子供をいわゆるrいい大学」へ入れたいというr教育ママ（educa－
tlon－minded　mother）」が大量に出現してきた社会的理由はそこにある。
それではどうしたらいい大学へ入れるのか、教育ママ達が理解したことは、
小さい内から学校外教育にお金をかけ、できれば私立の中高一貫教育高に
入学させるのが最も近道ではないかということであった。早期教育の必要
性と、より多くの教育投資の必要性とは、必然的に投資対象の子供の数を
絞り込むことを必要にしていかざるをえない。当時結婚したr未来の教育
ママ」達は、子供の将来の経済的豊かさを実現する為にも出産数を抑制す
ることになったのだと思われる。子供はmoney－eating　consumer　goods
へと変化していったのである。
（注9）自治体、病院（特に公立病院）および大学にマネジメント・マイン
ド（管理的思考・行動様式）すなわち資源をできるだけ能率的に利用して
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（コスト・マインド、COSt－COnSCiOUSneSS）収益を高めていこうという
（プロフィット・マインド、profit－consciousness）が欠落しているの
かを、ストラテジック・マインド（戦略的思考・行動様式）すなわちサー
ビス受給者の満足度を高める為にサービス品質を絶えず向上させていく為
に経営資源を効果的に企業内配分していこうという意識（品質向上意識
（higher－quality　consciousness））がなぜ欠落しているのかと関連させ
ながら可能なかぎり簡潔に論じておくこととしたい。
　まず自治体と自治体の派生的組織体としての公立病院にっいて論じてお
くこととしよう。自治体にhigher－quality　consciousness、換言すれば
「住民本位（citizen－first）」がなぜ欠落しているのかは2っの理由が考
えられる。第1に、地域住民はr引越し」という対抗手段を抗しないかぎ
り自分の住んでいる自治体のサービスを税金で購入する以外の選択肢がな
いからである。r独占的サービス供給主体」としての自治体はr逃げ出す
ことの出来ない消費者」をかかえている。従ってより良いservice供給を
しようというモティベーションは極めて働きにくい。さらに第2に「行政
サービス」がr高度の専門的知識と複雑な手続き」の下に提供されている
が故に、行政マンと住民の問にr情報格差」に基づく「優越一服従」の心
理的関係が形成され易く、r苦情」やr批判」がしにくい雰囲気が自然と
醸成され易い。住民の苦情はr言葉にされにくい」ことに加え行政側に
quick　responseをしようという意欲もないから事態が好転することは少
ない。しかしながらr住民の主権者意識の高まり」に伴なうr行政監視」
の強まりという自治体のガバナンス構造の本来の機能が働き始めた近年、
自治体の従来からのr住民軽視」は変革の時期を迎えつつある。
　自治体になぜcost－consciousnessとprofit－consciousnessが生じに
くいのかについては3っの理由が考えられる。第1に自治体は代表的な
「非営利組織体（nonprofit　organization）」であるから組織体の本質と
して営利（profit）という概念はなじみにくい。profit－consciousness
が無いから利益の構成概念である「費用・原価」という概念は論理的に生
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じようが無い。従ってcost－consciousnessは自治体には存在しにくい。
第2に自治体の財政は法的権力に裏付けられたr強制獲得経済」であり、
r資本調達コスト」（民間企業の株主配当や債権者への利払い）はゼロに
等しいが故に、資本調達コストに十分見合う利益を上げなければならない
という意識（profit－consciousness）は自治体には生じにくい。法的強
制力によって必要資金をいとも簡単に獲得できるのであるから、r金の有
難み」を強く感じることはなく、r大切に使わなくては」という
cost－consciousnessは芽生えようがない。金の卵を生むガチョウという
昔話があるけれど、これは額に汗して毎日の糧を稼がねばならなかった貧
しい農民の労働すること無しに手に入るr無尽蔵の富」への強い憧れが生
んだ話だと、思われる。自治体にとって住民とはr税金を払い続けてくれる
ガチョウの群れ」のように映っていると言うのは筆者の偏見だろうか。第
3に自治体と職員とにcost－consciousnessを持ちにくくさせているのは、
費用を削減しても部・課や個人に何のr見返り」もないからである。この
ようなr組織風土」の中でコスト削減を口にし率先して実行する職員は、
「あの人は変わり者だ（Ee　is　beyond　understanding，he　is　a　man　of
unbelievable　personality）」というレッテルを貼られるのが落ちであろ
う。
　公立病院にhigher－quality　consciousness、換言すればr患者本位
（patient－first）」がなぜ欠落しているのかに関しては、次の2っ理由が
考えられる。第1に公立病院は地域の権威Nα1病院であることが通例で必
死にマーケティングをすることなしでも患者が医療サービスを購入してく
れるというrリーダー型病院」というmarket　positioningを持っている
ことを挙げることができる。公立病院というr権威」を背景に容易に集客
できるが故にサービス意識が稀薄化せざるをえない。第2の理由は、サー
ビス受給者は自己の命と健康とをサービス供給者（特に医師）の手に委ね
るをえないというr医療サービスの製品特性」から生じてくるr医師の優
位性」が、r医療技術の高度の専門性」によって一層強化され、患者はよ
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り良いサービスを要求しにくい雰囲気が形成され易い。「俺達の医療は高
度なのだから黙って有難く受けろ」という大抵の医師達のr声無き声」が
聞こえるのは果たして私だけだろうか。
　公立病院にcost－consciousnessとprofit－consciousnessがなぜ生じ
にくいのかについて次に述べることとしよう。第1にそれが自治体同様
r非営利組織体」であるからr営利追求」という概念は本質的になじみに
くい。第2のより大きな理由は公立病院の費用収益構造の特殊性にある。
病院の運営費用は本来診察収入によってまかなわれるべきであるが、実態
は大きな収入不足の公立病院が大半である。自治体のr派生的組織」とし
ての公立病院には、自治体からの「内部補助」が恒常的になされている。
その意味で公立病院の医療サービスの実態は、補助金の付いたr福祉事
業」としての性格を帯びざるをえない。福祉事業にはコスト意識は中々な
じみにくいと言える。第3に医療技術におけるME化（コンピュータとメ
カトロニックス）の進展は医療費コストを上昇させずにはおかないが、公
立病院の医師は高コストにも拘らず最新の医療技術を駆使したいと欲求を
持つのは自然なことであろうから、コスト節約意識は働きにくい。医は仁
術であって算術ではないという言葉もある。
　一言付言するならば、公立病院のr官僚的で尊大な医者」を私は余り好
きにはなれないが、金力だけで私立医大を卒業した低技術の金儲け医者は
もっと好きになれない。医者にだけはr出身大学名」を入口に明示して欲
しいと私は常日頃思っている。
　公立病院のガバナンス構造からは、最大の資源供給者としての住民と消
費者としての患者という最大のステークホルダーの「経営監視権」が抜け
落ちている。ガバナンス構造の正常化への住民・患者側からの圧力の増加
と自治体財政の悪化の2要因から公立病院のサービス改善とコスト見直し
は進まざるをえないであろう。
　最後に私立大学教育になぜhigher－quality　consciousnessっまり「学
生本位（student－first）」が存在しにくいのかを考えてみることとしよう。
一495一
柳川高行
その理由は大きく分けて4つある。第1に大学は典型的なr規制された産
業」で、常にr供給過少」になり「入学定員」が確保できるようにコント
ロールされた産業組織に存在していて学生がいなくて困るという事態は
（事務当局は少しでも優秀な学生を集めようと必死の努力を重ねている
が）教員は全く感じていないから、良い教育サービスを提供し大学のイ
メージを高めようという意識が教員には生まれにくい。第2に受験資格を
有する受験生に試験を課し入学許可を与えているのでr学生よりも大学の
地位が優位にある」という錯覚を教員が持ちやすくなり、r教えてやる」
という尊大な態度を生みがちとなる。第3に大学教員は、長年に渡る研究
蓄積を有しているから、r学生より俺の方がはるかに優秀で物知り」であ
る（大学院で数年問の研究をしてその後も潤沢な研究時間を有しているの
だから物を知っているという意味での知識量の多さは当たり前に過ぎない。
専門知識の不十分な大学教師とは論理的に存在しえない）から、学生に対
しrおとなしく俺の話を拝聴せよ」という意識を強烈に持つようになりや
すい。第4に教員は学生の卒業要件である単位のr認定（授与）権」を手
中にしているから、学生は教員にr対抗力」を持ちにくくなり授業の質に
ついて教員に直接クレームを付けることは大変難しいこととなり、学生本
位ならぬ「教授者本位」が満ち溢れてくる。以上が大学がr学生の為の
場」ではなく「教員の既得権益の場」と化しやすい制度的要因である。
　大学にマネジメント・マインドが欠落するのは、自治体や公立病院と共
通の要因と大学独自の要因とが絡み合っていると考えられる。大学が
profit－consciousnessを欠如するのは、第1にそれがr非営利的組織
体」であるからだが、もうひとっr教育で金を儲けてはいけない」という
日本社会の教育に対する一般的通念が強力に存在していることが大きい。
私自身は教員という職に就きr教育サービス」を生産販売して生計の資を
得ている者の1人であるが、私は自分が提供している教育サービスが学生
の将来の職業生活と私的生活を行なっていく上でのr強力な知的武器」に
なりうるという意味で、higher－quaiityの教育を行なっているというさ
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さやかだが確固たる自負を有しており、教育で食べていることに何ら恥じ
る点は無い。私は十分な準備をしてオリジナリティーが高くかっ社会的有
用性の高い知識を創造した者にはそれに相応しい報酬が与えられて当然だ
と考えるものである。私は愛する家族の為にもr清富」を得たいとも考え
ている。むしろ問題なのは、教育の現場にはとてもお金を取れないような
劣悪な教育サービスを提供しながら悟として恥じない人々が意外と多く紛
れ込んでくることと、そのようなr問題教師」を教育現場からr排除する
メカニズム」が教育現場には欠如していることと、そしてクラス担任を学
生・生徒が「選択不能」という状況であるがここではこれ以上立ち入らな
い。
　大学にマネジメント・マインドが生じにくいのは先に述べたように、大
学という組織体はr規制された産業」のひとつで、常にr供給過少」にな
るように文部省がコントロールしていて、私立大学の場合常に募集定員の
1．25倍位の学生が確保できて「安定した授業料収入」が確保できてきたの
で、costを下げようという圧力は大学事務局には働かないできた。実際
に教育に当たる教員の場合は、給与は自分の教える学生の数とは無関係に
決まるので、higher－qualityで学生二一ズの高い教育サービスを提供し
　　　　　　ペラて受講生を増やそうというモティベーションは働かない。学生の払う授業
料と我々のもらう給与から私が試算すると1講座当り70人の受講生が採算
ラインであるが、そのことを意識している教師は例外的である。ここに大
学にはquality－COnSCiOuSneSSとCOSt－COnSCiOuSneSSが生じにくい制
度的要因がある。
　しかしながら少子化の急速な進行とここ20年の大学の急増とにより2009
年にはr大学全入学時代」を迎えようとしている。さらに日本経済の成熟
化に伴ない新規卒業生のかなりの割合が就職できない時代が現に生じつっ
ある。大学の入口に於ける変化と出口に於ける変化とはr大学教育革命」
を必然化しっっある。21世紀に存続しえる私立大学は、higher　quality
の教育サービスを提供し、相対的に社会的有用性の高い人材を社会に供給
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しうる大学のみであろう。今こそ大学は教育に強くコミットメントすべき
なのである。
　自治体、公立病院、大学のカスタマー・ケアが極めて不十分にしか実現
されていないのは、それらの3種の組織のorganizational　governance
におけるr組織運営の監視」に、最大のステークホルダー（組織のoutput
の購入者という意味で）である住民、患者、学生が参加できていないから
である。これらの「非営利組織体のガバナンス構造」の実証研究を行ない
変革の処方箋を示すことが筆者の残された課題である。
（注10）世界一の長寿社会を実現したという事実は、戦後の日本社会が世界
に誇るべき成果であると思う。日本が今問われているのはr長生きしてい
る人々」を社会全体でどのようにcareしていくのかの壮大な社会的plan
をいかに立案し具体化していくかであろう。
　Care　for　the　agedのplanningは、日本が果たしてまっとうな個人の
　（いつも声高に叫ばれる犯罪人のそれではない）基本的人権を尊重できる
「成熟した大人の社会」たりうるかのの試金石となるであろう。
（注11）r社会的入院」という現象は、高齢社会におけるr家族の新しい在
り方」を私達と自治体とに真剣に考察することを要求するものである。
　社会的入院という現象は、高齢者のr家庭内介護」が次第に困難になり
つっあるという事実と、r家庭外介護サービス」はまだ高くて利用しにく
いという社会的現実があることを示している。これはまた医療保険支出が
実質的にr介護福祉支出」の機能を果たしていることを意味している。今
後も一層増加する一方の高齢者を家庭と社会（自治体と介護サービス機
関）との間でどのように分担し合うのか、高齢者自身の自助努力はいかに
あるべきかを、社会的に、組織的にそして個人的にデザインしていくのか
が日本の新しい緊急の課題なのである。社会的平等と負担の公平性そして
生存権が絡み合う複雑な方程式を解くことが我々の課題である。
　家庭内でtake－careされてきた高齢者を社会的にtake－careしていく
care－networkを社会的に構築していくことは、従来の家族内部での
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closedな介護負担活動を、社会全体へとopenに移転し、社会が家族機
能の一部を代替していかざるをえないことを意味しているであろう。世界
最高の長寿国の実現という輝かしい社会的成果は、その負の部分を社会的
に公正かっ合理的に解決する知恵を生み出すことによってのみ一層光り輝
くこととなろう。
（注12）私はこれまでの日本社会をr指定席券社会（reserved－seat－ticket
society）」と名付けている。
　全ての職場がそうであるわけではないが、日本の大規模会社は、一旦入
社すればr終身雇用慣行」とr年功賃金制」をこれまで労働者に提供して
きた。定年までの雇用保障と来年は今年より必ず賃金が上がるという会社
員生活が会社によって保障されてきた。かなりの労働者がcompany－
sponsored　employeeFs　lifeを送る指定席券を入手することができた社会
がこれまでの日本の企業社会であった。神代和欣氏の言うr良好な雇用機
会（we11－paidjobopportunity）」を手にすることのできたサラリーマ
ンや公務員は全体の25％くらいの少数派ではあったが、中堅中小企業の従
業員も「明日の暮らしが今日よりは必ず良くなるだろう」というrジャパ
ニーズ・ドリーム」を信じることが許されてきたと思われる。「努力」し
てr頑張り」によってrいい学校」、rいい大学」へと進学できれば幸福な
明日が約束されるr幸せの方程式」が信じられた日々でもあった。日本は
r安定と平等の社会」からr雇用不安と競争の社会」へと大転換の最中に
ある。
　さらに日本の労働者の圧倒的多数を占める雇用労働者（サラリーマン）
は、定年退職者の多くが厚生年金を受給することができて、government－
sponsored　retirement　iifeを送る指定席券を入手することができるのが
サラリーマンの老後であった。
　指定席券を手に入れることができない労働者の割合は、これまでも決し
て少なくはなかったけれど、今後は殆ど全てのサラリーマンが会社を途中
で自発的にではなく非自発的に退職し、転職することを潜在的可能性とし
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て持たざるをえないr途中乗り換え社会（company－transfering　society）」
へと日本社会は変わっていかざるをえないと思われる。
　60歳で定年退職するサラリーマンの殆どは、年金受給開始年齢まで第2
（あるいは第3、第4）の就職先を探さなくてはいけなくなるであろう。
60歳を迎えたサラリーマンはr引退の自由」を手に入れるが、その自由を
行使できる裕福な高齢者は相対的に少ないであろう。彼らの多くはr定年
後も働き続けなければならない」であろう。r第2の就職社会（second
career　society）」へと日本の定年退職者の世界は変わっていかざるをえ
ないと思われる。
　雇用保障、賃金上昇の保障、そして年金保障の実現されていた日本社会
は、r日本型福祉社会」を実現してきていたと考えられるが、それに替わ
る新しい日本社会を一部の方々はr自己責任社会（seif－heip　society）」
と名付け急速に人々の口の端にのぼるようになっている。これはr組織体
に自分の将来を預けて生きること」に慣れきってきた日本人（主として男
性）に、r自分の努力と能力だけに依存して生きていく」という新しい価
値観と行動パターンを要求するものである。私は50年近く生きてきて30歳
以上の人は、その殆どの人々が周囲の状況や置かれた立場が大きく変化し
てもr考え方」やr行動パターン」は殆ど変わらないという事実を経験的
に観察してきているので、r組織体に依存しない」、r組織体と適切な距離を
おいて」生きていくという「新日本人」の誕生は難産であることが予想で
きる。日本型福祉社会から自己責任社会への不連続的な変化は、日本の中
高年のサラリーマン、若手サラリーマン、さらには大学生達にr今後どう
生きていくつもりなのか」そのr覚悟」を問い直さずにはおかないであろ
う。
　私自身は自分の所属している大学という組織体に対して私の天職でもあ
る仕事の機会と研究環境と給与とを保障してもらっていることを心から感
謝しているし、自分に与えられた教育・研究・学内行政活動そして社会的
発言の全てを誠心誠意行なってきたという誇りもある。だが私は決して自
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己の能力と組織内の立場に対しr幻想」を抱いてはいない。経営戦略論、
経営学史、経営学、商学総論、日本事情・ゼミナールの全てに於いて私は
　r私にしかできない」講義をしているというささやかな自信を有している
が、私の替わりはr教育の質を問わなければ」いくらでも存在しているの
が現実であろう。1人では無理であろうが数人の非常勤の方々がいれば大
学は私がいなくてもr何の支障も無く」明日も運営されていくに違いない。
それが「厳然たる組織の論理」だと私は考えている。私はindispensable
な組織体のkey－componentではなく、interchangableな一教員に過ぎ
ず、それ以上の存在でもそれ以下の存在でもない。
　私は結婚した当初からr組織や社会」に全面的には依存しないで生きて
いく道を模索してきている。35歳の私がなぜそのような日本社会では異質
な（その当時は特にそうであったが）考え方や生き方を選ぶようになった
のかの理由は私的な事なのでここでは触れない。私は結婚後15年に渡り、
自らのcareer（全人的仕事能力）に磨きをかける努力をしてきた。それ
は毎年変わり映えのしない講義に明け暮れ、アルバイトに精を出し論文も
数年に1本書くという「優雅な生活」を送っている大学教師には想像もつ
かない毎日で、妻は私に年中無休のrコンビニエンス亭主」というアダ名
を付けているほどである。だがC　V　S業界のセブンーイレブンが断トツの
Nα1の地位を2位以下を大きく引き離して独占し続けてきているのは、最
も真剣にr組織学習」を永久に続けているからである。その組織学習の仕
組みと方法論と実行し続ける精神の存在こそが、r卓越した競争優位（ex－
ce“ent　competitive　advantage）」の源泉であるという私の研究成果が、
私に努力し続けていくことへの確信と希望とを与え続けてくれている。私
はしばらく前からself－help　life　designを行ない実行してきていると言
えると思う。幸いな事に私には、私の研究や教育を支援してくれる人的
ネットワークと温かい家族がいる。r一人ではない」という事実は私に大
きな勇気を与えてくれる。
（注13）高齢者雇用の問題は、少子高齢社会の抱える大きな社会的課題であ
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る。高齢者雇用に関しては、例えば次の文献を参照されたい。
　〔10〕清家　篤、1992年、r高齢者の労働経済学』、日本経済新聞社。
　〔11〕清家　篤、1993年、r高齢化社会の労働市場』、東洋経済新報社。
　〔12〕清家　篤、1998年、r生涯現役社会の条件一働く自由と引退の自
　　　由と　　』、中公新書1407、中央公論社。
　〔13〕r高齢者雇用問題について」、1997年、r第一勧銀総研レビュー』、第
　　　2号、71～101ぺ一ジ。
　〔14〕「特集　高年齢者の就業実態と意識一各種アンケートから探る65
　　　歳雇用実現の方策一」、r労政時報』、1997年、第3319号、32～65
　　　ぺ一ジ。
　〔15〕高梨　昌、1997年、r高齢者の雇用・就業対策　　労働政策と社会
　　　保障政策との連携強化を一」、r季刊・社会保障研究』、VoL32、
　　　Nα4、446～454ページ。
　〔16〕高梨　昌（編）、1994年、r変わる日本型雇用』、日本経済新聞社。
　〔17〕山上俊彦、1996年、r大都市高齢サラリーマンO　Bの就業行動」、
　　　r日本労働研究雑誌』、NM38、29～39ぺ一ジ。
　〔18〕橘木俊昭・下野恵子、1984年、r高年齢者の就業行動分析」、r季刊
　　　・社会保障研究』、VoLl9、398～413ぺ一ジ。
　〔19〕木川　明・森　隆司、1981年、r高齢者の就業率変化に関する要因
　　　分析」、r労働統計調査月報』、VoL33、4～21ぺ一ジ。
　〔20〕吉永和生、1989年、r高年齢者の雇用と年金についての一考察」、
　　　r労働統計調査月報』、Vol．41、Nα2、6～20ぺ一ジ。
　〔21〕斐　峻晧、1994年、r高齢者労働市場の雇用パターンと在職老齢年
　　　金一1994年改革の視点と効果の分析一」、r一橋論叢』、第111巻
　　　第6号、56～80ページ。
（注14）私は栃木県自治研修所に於けるr管理職前期研修」で、自治体の新
しい役割のひとっにr雇用創出機能」があることを話している。その時配
布しているレジュメの関連箇所を以下に掲載しておくこととしたい。
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5．自治体の新しい役割
5－1　雇用創出機能を担うことが必要
①　理由　　高経済成長、低失業率社会から低経済成長、高失業率社会
　　　　　への移行
②　その形成要因
　　a）日本型雇用慣行のゆらぎ一終身雇用慣行から、早期退職優遇制
　　度・リストラの実行へ
　　b）企業の安定的成長から大倒産時代へ
　　c）構造的不況　　建設業、金融（銀行、保険、証券）、流通業
③理由（2〉逃げ水年金とunhappyretirement
　　　　　年金財政の破綻、年金支給開始年齢の繰り延べ
④　安定した社会から不安定社会、不安社会（anxiety　society）へ
　　　社会状況の変化r失業率の急速な上昇　4．1％
　　若年層　8．5％
　　中高年層　5．4％
　　　限られた仕事を、若年者、中高年、高齢者の3グループで奪いあ
　　　　う社会の到来
　　zerO－SUmSOCiety
　　高齢者は、r低賃金」で中高年よりも比較的優位にあり、r高い熟
　　練」で若年層よりも比較優位にある。
5－2　高齢者雇用の先駆的企業の事例は我々に何を教えるのか
ケース1．株式会社那須精機製作所
　　従業員の3分の1が56歳以上、高齢者の働き易い工場現場、低生活
　費と低賃金労働
ケース2．横河エルダー
　　60歳以上の社員の再雇用（定年者の40％、250人、78歳社員が4人）、
　給与は一律10万円、厚生年金が8割受給できる。
5－3．雇用創出の方策
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　①　転職可能性（transferability）を労働者が身にっける仕組みを、
　　制度的・社会的に作り出すskill　development　centerの創出
　　具体例＝テクノカレッジ（retraining　center）の創設と運営
　　a）産と学が人を供給し、産がコーチとしての高技能者を貸し出し、
　　　　学が高技能者のノウハウを学習可能な形に翻訳する
　　b）官が場所、設備、資金の供給
　　c）1～2名のプロデューサーによる企画と運営
　　d）学習される技能は、生産、営業、経理のエンジニアリングと、管
　　　　理業務
　　e）受講生の学習費用は出世払い（後払い）
　②　ベンチャービジネスの創出支援
　　a）直接的支援　　第3セクター
　　　　資金供給と企業運営
　　　　　　戦略的能力、管理能力、とコストマインドが不可欠
　　　　住民代表訴訟の可能性
　　b）間接的支援　　ベンチャーキャピタルー
　　　　雇用創出の度合いに応じて、返還額の猶予、減額、ゼロにしてい
　　　く報奨制度を設ける
（注15）若い人々の失業率の上昇は、2っの重要な問題を提起する。それは
第1に6・3・3・4の学生生活を何とかクリアして卒業にこぎつけても
r自分を社会が必要としていない」という事実は彼らの社会的identity
を著しく弱め彼らから生きがいと将来展望とを持つことを奪い、自暴自棄
に追い込んでいく高い可能性が生じる。若い人々が未来に希望を持つこと
が部分的にできなくなる社会は決してr明るい社会」とは言えない。
　第2に若い職の無い人々はr無業者」として実家の両親に生活の面倒を
見てもらう「寄生型生活（parasite　Iife）」を送るか、パート・アルバイ
トを断続的に行なういわゆるrフリー・アルバイター」生活を送るかのい
ずれかの選択肢しか無いと思われる。フリー・アルバイターは、梅村又次
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が命名したr縁辺労働力」の新しい担い手と言えるかもしれない。この新
しい縁辺労働力は、日本の失業率を見かけ上小さくする従来の農業従事者
と、主婦パートおよび高齢者雇用に続く第4の縁辺労働力だと言うことが
できるかもしれない。
　梅村又次の見解にっいては、次を参照のこと。
　〔22〕梅村又次、1961年、r賃金・雇用・農業』、大明堂。
　〔23〕梅村又次、1971年、r労働力の構造と雇用問題』、岩波書店。
（注16）両親の結婚の現実が幸福ではない場合が多いことを表わす一指標が
最近の離婚件数である。離婚は、過去最高の24万3，000組であった。人口
1，000人当たりの離婚率は1．94となり米国の4．44や英国の2．97、ドイツの
2．07には及ばないが、フランスの1．90を抜いた。
　平成10年の婚姻件数は前年より1万6，000組増えて79万2，000組であった。
　このことについては、例えば次の記事を参照されたい。
　〔24〕r昨年の離婚件数　過去最高　人口動態統計100年の傾向r多産多死
　　　から少産少死』くっきり」、東京新聞、1999年1月1日。
　〔25〕r離婚率フランス抜いちゃった　1000人あたり過去最高の1．94組」、
　　　産経新聞、1999年1月1日。
（注17）事態をより正確に言うとr休講権」というのはr成文化された権
利」ではなくr慣例」に過ぎない。大学に於けるある科目の単位認定の条
件が、4単位の講義科目の場合試験を含めて年間30回の講義時間と講義時
間の倍の自学自習がr実際に行なわれる」ことであるから、r補講を伴な
わない休講」とはそもそも論理的に存在しえないはずである。
　大学という組織体に於ける教育制度は、教師が高い職業倫理と強い責任
感を有しているはずだという100％性善説に基づいて出来上がっている。
それを象徴しているのが、大学事務局に置いてあるr出勤簿」であり、そ
れは100％教員の自己申告に委ねられている。3日出勤するように時間割
上決められていながら、学生と語らい勝手に時間割を動かし週2回しか大
学に出勤しないという行為や、ゼミナールが開かれているはずの時問に担
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当教授が大学にいなかったり、学生にだけ説明して休講掲示を出さずに
「ヤミ休講」をするという「モラル・ハザード（制度の悪用）」（モラル・
ハザードを制度の悪用と訳しているのは橘木俊昭である。1998年、r日本
の経済格差』、岩波新書、39ぺ一ジ参照）が横行することは、大学の良き
慣行を根底から揺るがし、大学教員と大学当局の間にr相互不信」が抜き
難く胚胎してこざるをえない原因を作り出すことを意味している。
　休講権にっいての私の見解に対しては、次のような反論がありうると思
われる。大学教師にとり研究活動は基本的権利であるから、学会に参加し
その為に休講するのは止むを得ない。学会へ参加した成果はいずれ教室に
於いて学生に還元されるから学生にとってもメリットが大きいから休講が
批判される理由はない、というのが基本的論旨だろう。この論理に対して
は2つの点で反論ができる。第一に学会参加は参加費・交通費と日当とが
研究費から支出されるのが通例である。講義を行なうことに対して給料が
支払われているのであるから休講した日の分の給料がもし返却されるので
なければ学会参加は研究費と給与の二重取りであり、休講した分はきちん
と補講する義務は決して免責されえないと思われる。第二に学会参加の知
的成果が学生に還元されるから、そのインプット時間は休講しても認める
べきであるという論理に対しては、最新の研究成果が学生に提供されるこ
とは、学生が当然期待する権利であり教授する側の当然の義務であり、最
新の研究成果を学習することが彼ら学生の授業を受ける権利を侵害しつつ
為されることを論理的に正当化することは決して許されえないという反論
が可能であろう。
　カゼや体調不良で休講することも学会参加で休講することも結果として
r講義をしない」ことに関しては何ら変わりはない。休んだ分は補講する
という当たり前のことが実行されない点に、大学という組織体のかかえて
いるr深い病理」が象徴的に現れていると私は思う。たかが休講のことで
はあるがそれは氷山の一角に過ぎない。r大学の倫理的退廃」の根は想像
以上に広くかっ深い。
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（注18）栃木県議会の情報公開度にっいては、全国市民オンブズマンの調査
結果に基づく都道府県別ランキングでワースト3位という低評価であった。
　このことに関しては、次の新聞記事を参照されたい。
　〔26〕r本県議会ワースト3位　全国市民オンブズ　情報公開の都道府県
　　　別ランク　委員会記録のみ評価」、下野新聞、1998年8月23日。
（注19）この件に関しては、次の新聞記事を参照されたい。
　〔27〕r私の意異見　文京区議若林ひとみさん　本会議出席は本業なのに
　　　一日五千円のr日当」っき」、朝日新聞、1997年3月12日付東京版。
（注20）この件に関しては、次の新聞記事を参照されたい。
　〔28〕r医師への賠償訴訟急増　医療高度化など背景に　5年で6割最高
　　　裁まとめ」、日本経済新聞、1998年9月22日。
（注21）このことに関しては、次の新聞記事を参照されたい。
　〔29〕r医療ミスで妻死亡　宇都宮夫らが担当医師告訴」、朝日新聞、1998
　　　年8月18日付栃木版。
（注22）このことに関しては、次の新聞記事を参照されたい。
　〔30〕r元開業医2億6，000万円賠償命令　注射器で肝炎集団検診　大分地
　　　裁」、東京新聞、1998年8月25日。
（注23）山口地裁で1998年6月、破綻した第三セクターへの下関市の補助金
支出をあぐる裁判で、当時の亀岡　博市長に約8億4，500万円を市に返済
するように命じる判決が下された。
　このことにっいては、次の雑誌記事を参照されたい。
　〔31〕r98年版ニッポン全693都市ランキング　日韓高速船　山口県・下関
　　　市各10．25％出資　破綻三セク処理の補助金で前市長に全額返還命
　　　令出る」、r週刊ダイヤモンド』、1998年8月15日・22日合併号、43
　　　ぺ一ジ。
　〔32〕「特集　ついに来たr民活バブル」の総決算　第三セクターの危機」、
　　　r週刊東洋経済』、1998年7月18日号、30～50ぺ一ジ。
（注24）この驚くべき事実に関しては、次の新聞記事を参照されたい。
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　〔33〕r先生方に喝！r遅刻はダメ」　都教育庁即刻是正求める通達　都
　　　立定時制高の一部　都高教r権利」と反発　あとで陳謝」、朝日新
　　　聞、1997年5月24日付東京版。
（注25）大学教員の非倫理性に関しての私の見解っまり、補講なしの休講、
自然休講スレスレの遅刻、学生と語らってのヤミ休講、時間割を勝手に移
動しての空出勤、そして成績評価にっいての情報開示への抵抗等は、ごく
「一部」の「不心得者」に限定されることであってそんなに「目くじらを
立てなくても」というご批判をお持ちになる方々と、身内にそんな厳しい
見解を持っなんてけしからんとr眉をひそめる」方々とがおられると思わ
れるので、一言付言しておきたい。
　一部の不心得な者達への過度の「寛容さ（tolerance　for　the　bad
members）」は、ガン細胞を放置することに等しいと私は思う。悪しき
行動パターンは、速やかに組織内に伝播し、組織を次第に虫食んでいくこ
とは、経営学の世界で勉強していれば衰退していく具体的企業のケースの
中で文字通り無数に発見できるであろう。「リンゴ樽の中の腐った1個の
リンゴ」は全てのリンゴを腐らせていく高い可能性がある。
　一部の不心得者の存在は、彼ら・彼女らの属するr組織体の論理」に順
応しているのであり、責められるべきはr環境としての組織体」であると
いう論理を展開される人々もいる。私はこのような「環境決定論」には与
しない。きちんとした人々は、どのような環境に於いてもきちんとしてい
るというのが50年近く生きてきた私の観察してきた事実である。エセ教育
者やエセ研究者、そして非倫理的教師が伝統ある有名大学に移籍しても本
質が変わることは有りえない。環境を言い訳にすることは真当な大人のふ
るまいとはとても言えない。
　一部の不心得な人々のふるまいは、大学に於いてr決定的に重要なこ
と」ではなく、「環末なことに過ぎない」という見解にも一言反論してお
きたい。私は「誠実な人間性」の持ち主かどうかは、人生に於ける「決定
的瞬間（moment　of　the　truth）」に明白に表出されるという俗説に与す
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る者ではない。r神は細部に宿る」という言葉があるが、私は一見些細な、
ありふれた日常的行為にその人が誠実な人かどうかは現れると考えている。
取るに足らない小さなことの中に、本質はその姿を現わす。項末なことが
危機を生み出す前兆なのだということは、もっと注意されてもよいことで
ある。
　非倫理的で、責任感を欠如した教員は、人間にとって重要かっ本質的な
資質であるr董恥心」を有していない。恥知らずにr真当な人間」を育て
ることは遂に不可能であることは自明の理である。
　身内に厳しい意見を持っ者に対して、組織体に生活の面倒を見てもらい
ながら「身内を批判する」ことは「恩知らず」の行為であるという意見は、
組織内のinsider同士でのr不正のかばい合い」が組織体を危殆に瀕させ
てきたという例が歴史上枚挙にいとまがないことだという事実をもって答
えに替えたい。「組織ぐるみの不正隠し」は組織体の自殺行為であること
は、もう少し注意されてよいことだと思う。
（注26）社会がある種畏怖の念を持たざるをえないような社会的パワーを有
する組織体に所属しているメンバーの中には、その組織体のパワーを自分
の力とr勘違いして」居丈高になったり傲慢になる人々が時々いる。どち
らかというと能力が余り高くなくその割に妙なプライドを持ち心の貧しい
人々が多い。私の経験したいくつかの例を次に挙げておくこととしよう。
例1　N　H　K宇都宮放送局ディレクター
　ディレクター氏から私に小山市の中央卸売市場がなぜうまくいっている
のかTV番組で紹介したいので教えて欲しいという電話があり、私もよく
分からないので一緒に取材に出かけ私のインタビューを傍で聞いていてメ
モされてはいかがかという私の提案に彼が賛成してインタビューを行なう
こととなった。インタビュー当日彼は待ち合わせの交差点に30分遅れて来
て、インタビューをしてその後どうなっていっ放映されたのかの連絡も礼
状も全くなかった。コーヒー1杯のお礼もなかった。rNHKには誰でも
協力するのが当たり前」　（事実取材先は幹部が勢揃いして実に丁重な対応
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であった）という傲慢そのものの態度で、私の感想はrこの勘違いの無礼
者め1」というものであった。
例2　下野新聞小山支局記者
　月2回の署名原稿（400字×3枚）の年間執筆者となるよう依頼され4
回原稿を載せることを承諾した私は、他の執筆者が間に合わないので第1
回目の原稿も頼まれ新聞掲載の10日程前に原稿を渡した。F　AX校正をさ
せてはもらえず、文章には手を入れられ、重大な誤植まである記事をみて
私は激怒し、次回からは必ず校正させるように要求し、私の原稿を直す時
には事前に相談して欲しいとお願いしたが2度目も私の希望は無視され改
善されなかったのでそれ以後原稿を書くことを私はお断りした。r天下の
下野新聞に書かせてやるんだ、有難く思え」という態度が露骨で、私の感
想は「ペンとは権力そのものだ！」というものであった。
例3　読売新聞宇都宮支局記者
　突然大学に電話があり、教えて欲しいことがあるのでこれから行く。1
時間くらいかかって6時半頃に着くから待っていてくれという依頼（命
令？）があり、こちらの都合を聞くことも無く電話が切れた。酒の大規模
ディスカウンターのある地域への進出と地元の酒屋さんの反発がどのよう
な社会的意味合いがあるのか記事にしたいのでレクチャーして欲しいとい
う依頼に対して1時間ほどレクチャーした。その後の連絡も記事内容にっ
いてのF　AX送付も無く、4、5日ほど後に記事が載り、私の話の中心部
分の半分だけが載り残り半分がカットされて、私の真意が伝わらない記事
になっていた。
　私の感想は、r組織のカや肩書きの力を自分の力と勘違いしている人で
あり、自分の文章の影響力が全く分かっていない人」というものであった。
例4　小山市役所市民税課
　1998年5月に私は市の市民税課からの呼び出しを受けた。1997年度から
急に外部での講演や研修会講演を依頼されるようになったにも拘らずr確
定申告」を怠った（この点に関しての私の無知を弁護することは100％で
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きない）ので確定申告をするようにという命令であった。指定された日時
に出頭すると、窓口担当者のオバサンはさっぱり分からない人で、何回も
書き直しをさせられた。男の人に聞き直しながら指導したが、その内容は
間違っていた。後日もう一度出頭命令が来て書類の書き直しを命じられた。
謝罪の言葉は最後まで遂に聞かれなかった。私の感想は、r（申告漏れした
私の非は当然認めるが）他人の時間を一方的に奪うことへの配慮が足りな
いことと、仕事のできない入を窓口に置いては、市民が迷惑する」という
ものであった。
（注27）一頭立て馬車、二頭立て馬車、という表現は、以下の記事の中の瀬
地山角氏（東京大学）の発言が出所である。
　〔34〕r幸せパズル　夢からさめる夫婦たち1　大黒柱ってなに1」、朝
　　　日新聞、1999年1月1日。
（注28）筆者の経営戦略論の理論的・実証的研究に関しては、次の研究を参
照されたい。
　〔35〕柳川高行・高橋浩夫・舩田眞里子、1996年、r経営戦略の理論と実
　　証（その1）：非営利組織の経営戦略（その1）一商工会・商工
　　会連合会のドメイン再定義活動の実証的研究　　」、r白鵬ビジネス
　　　レビュー』、第5巻第1号、1～34ぺ一ジ。
　〔36〕柳川高行、1996年、r経営戦略の理論と実証（その2）　　ケース・
　　　メソッドによる経営戦略論入門（その1）：新製品開発戦略と組織
　　活性化戦略一」、r白鵬ビジネスレビュー』、第5巻第1号、75～
　　99ぺ一ジ。
　〔37〕柳川高行、1996年、r経営戦略の理論と実証（その3）一新製品
　　開発戦略の日米比較（英文）　　」、白鵬大学経営学部、r白鵬大学
　　論集』、第11巻第1号、23～50ぺ一ジ。
　〔38〕柳川高行・山田徳彦、1996年、r論文　経営戦略の倫理と実証（そ
　　の4）：非営利組織の経営戦略（その2）：第三セクター鉄道の経営
　　戦略はいかにあるべきか」、白鵬大学経営学部、r白鵬大学論集』、
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　　第11巻第1号、51～103ぺ一ジ。
〔39〕柳川高行、1997年、r経営戦略の理論と実証（その5）一ケース・
　　メソッドによる経営戦略論入門（その2）：新製品開発戦略と戦略
　　的相補的資産の内部化　　」、r白鵬ビジネスレビュー』、第6巻第
　　1号、23～57ぺ一ジ。
〔40〕柳川高行・舩田眞里子、1997年、r経営戦略の理論と実証（その
　　6）：非営利組織の経営戦略（その3）　　商工会・商工会連合会
　　のドメイン再定義活動の実証的研究（その2・完）一」、r白鶴ビ
　　ジネスレビュー』、第6巻第1号、59～86ぺ一ジ。
（付記）
　本稿は、1998年9月9日小山市議会に於ける第3回議員研修会に於いて講
演したものをテープ起こしして、不十分な表現を若干修正しほぼそのままま
とめたものに、3章から5章の文章を加筆し詳細な注を付したものである。
本稿のテープ起こしに関しては、いっものように柳川ゼミの榎本晋一君の助
力を得た。ここにそれを明記して深謝申し上げます。
　本講演は1998年7月3日に足利市民会館ホールに於いて行なわれた筆者の
講演r少子高齢化時代における自治体の新しい役割」を聴講して下さった小
山市議会議長木戸健志氏からのご依頼に応じて実現致しました。ここにそれ
を明記して深謝申し上げます。
　さらに小山市議会事務局議事課の渡辺雄一課長、柿木義夫庶務係長を始め
とする課員の皆様方には、小山市の統計データの収集と整理でご助力を頂き
ました。ここにそれを明記して感謝申し上げます。
　なお念の為に最後に一言申し添えておきたい。少子高齢社会について、本
稿を含めて私は既に3本の資料を公にしている。その中で展開されている
（データ類は別にして）r論理構成」は梯川にオリジナルなものである。講
演等でご使用頂けることは大変光栄ではあるが「必ず出典を明示して」ご使
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